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豊島廃棄物等豊島廃棄物等豊島廃棄物等豊島廃棄物等のののの処理処理処理処理にかかるにかかるにかかるにかかる実施計画実施計画実施計画実施計画    
香川県 

 

１ 特定支障除去等の対象事業 

(1) 不適正処分を行った者 豊島総合観光開発㈱ 

産業廃棄物処理業の許可 昭和５３年２月１日 

産業廃棄物処理業の種類 収集業・運搬業・処分（みみずによる土壌改良剤化処分に限る。）業 

取扱う産業廃棄物の種類 汚泥（製紙スラッジ、食品汚泥）、木くず、家畜のふん 

 

(2) 不適正処分が行われた場所 香川県小豆郡土庄町豊島家浦字水ヶ浦３１５１番１外 （以下「処分地」

という。） 

 

(3) 不適正処分が明らかになった時期 平成２年１１月 

 

(4) 不適正処分の内容 

○産業廃棄物処理業の変更許可を受けることなく、廃酸、廃プラスチック類を収集・運搬し、豊島の

処分地で、廃プラスチック類を焼却処分、汚泥を埋立処分又は投棄、廃酸を投棄、事業活動に従っ

て生じた燃えがらを埋立処分した。（H2.12.28産業廃棄物処理業許可取消通知） 

○産業廃棄物処理業の許可を受けないで、廃プラスチック類及び紙くずの混合物、汚泥、燃えがら、

廃油、紙くず、植物性固形不要物を、処理料金を徴して収集し、豊島の自社処分地まで運搬し、焼

却及び埋立等の処分を行った。（H3.7.18神戸地裁姫路支部判決） 

 

(5) 生活環境の保全上支障が生じ又は生ずるおそれのある状況 

①廃棄物等には重金属や有機塩素系化合物、ダイオキシン等の各種の有害物質が相当量含有されており、

最深部は地表より約 18ｍ（海抜ではＴＰ＝2ｍ）まで達している。また、これら有害物質により廃棄

物層下面より約1ｍの直下土壌も汚染されている。 

②処分地の浸出水ならびに地下水は、南側及び東側の花崗岩山体から北海岸への流れが主流となってお

り、有害物質による汚染は処分地内の地下水にも及んでいる。 

③周辺環境への影響について、海域の水質及び底質についてみると、特に廃棄物等に起因すると考えら

れる汚染は明確に確認されていないが、生物については他の事例より高濃度と考えられる項目が一部

にある。 

④上記の点と処分地内の地下水及び有害物質の挙動とを併せて勘案すると、処分地内の有害物質が北海

岸から海域に漏出しているものと考えられる。 

⑤浸出水ならびに地下水の水位分布から、ごく少量ではあるが西海岸へのそれらの流出も想定される。 

⑥北海岸土堰堤は波浪等の浸食を受け、崩落が進行している。 

⑦さらに、廃棄物等には、鉛、総クロム、カドミウム等の重金属に加え、ＰＣＢ、ダイオキシン類等の

多種類の有害物質が含有されており、物理組成を見ても、シュレッダーダスト、燃え殻、鉱さいに加

え、布きれ、ウレタンシート、木片等の雑多なものが混入しており、その化学的ならびに物理的性状

は極めて多様なものとなっている。 
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このような処分地の現状及びその評価に鑑みると、処分地をこのまま放置することは、生活環境保全

上の支障を生じるおそれがあるので、北海岸の鉛直止水壁の施工や西海岸の廃棄物を移動させるなど、

早急に実施ずべき対策を講じたところである。 

 

(6) 支障の除去等が必要な産業廃棄物等の量及び分布面積 

 ①産業廃棄物及び汚染土壌の量   体積 約５６２．０８千㎥、重量 約６７４．８０千ｔ 

 ②産業廃棄物等の分布面積     約６９，０００㎡ 

 

(7) 措置命令に至った経緯等 

  豊島総合観光開発㈱は、昭和５０年代後半から平成２年にかけて、シュレッダーダスト（廃プラスチ 

 ック類等）や廃油、汚泥等の産業廃棄物を収集し、同社が管理する処分地に大量に搬入して、野焼きな 

どを続けるようになった。 

  平成２年１１月に、兵庫県警が廃棄物処理法違反容疑で、豊島総合観光開発㈱の強制捜査を行い、県 

はその摘発後、処分地の立入調査や周辺地先海域の実態調査を行うとともに、経営者から事情聴取し、 

処分地に堆積又は保管されているシュレッダーダストを産業廃棄物と認定し、平成２年１２月２８日に、 

豊島総合観光開発㈱に対して産業廃棄物処理業の許可を取消し、産業廃棄物撤去等の措置命令を行った。 

  その後、豊島総合観光開発㈱から撤去計画を提出させたり、措置命令の履行等について文書により再 

 三指導したが、廃棄物の撤去はほとんど進まず、県は、平成４年１２月から実施した立入調査の結果に 

基づき、平成５年１１月２２日に、豊島総合観光開発㈱に対して鉛直止水壁の施工及び雨水排水施設設 

置の措置命令を行った。 

この措置命令の履行については、その後も、文書や現地での指導を重ねたが、雨水排水施設の一部を 

設置したのみで、鉛直止水壁については全く着手されなかったことから、平成６年５月３１日に、豊島 

総合観光開発㈱及び経営者を廃棄物処理法に基づく措置命令違反で告発した。 

 

(8) 措置命令 

 ①第１回目 平成２年１２月２８日 

○事業場内にある産業廃棄物を撤去し、要件を備えた最終処分場へ搬入し、適正に処理すること。 

  ○事業場内にある産業廃棄物の飛散、流出を防止するための措置並びに溜まり水の流出又は浸出を防 

止するための措置を講ずること。 

 

②第２回目 平成５年１１月２２日 

  ○事業場の北海岸沿に基盤層に達する鉛直止水壁を施工すること。 

○事業場への雨水の流入を防止するため雨水排水施設を設置すること。 

 

(9) 豊島問題にかかる主な経緯 

○S53.2.1 豊島総合観光開発(株)に対して産業廃棄物処理業を許可 

（昭和50年代後半から平成2年11月にかけて、シュレッダーダスト等を搬入し、野焼き

等を継続） 
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○H2.11.16 兵庫県警察が廃棄物処理法違反容疑で豊島総合観光開発(株)の処分地を強制捜査 

 

○H2.12.28 豊島総合観光開発(株)に対して、産業廃棄物処理業の許可を取り消すとともに、廃棄物撤

去等の措置命令（第1次措置命令） 

 

○H3.7.18   神戸地方裁判所姫路支部から豊島総合観光開発(株)及び実質的経営者等に有罪判決 

 

○H5.11.11  豊島住民438名（後日、住民111名が参加申立。以下あわせて「申請人」という。）が、 

      香川県、県職員2名、豊島総合観光開発㈱、経営者、その親族及び産業廃棄物排出事業者 

21社を相手として、1)共同して一切の産業廃棄物を撤去すること、2)申請人各自に対し連 

帯して金50万円を支払うことを求め、公害紛争処理法に基づく公害調停を申請 

 

○H5.11.22  豊島総合観光開発(株)に対して、鉛直止水壁の施工及び雨水排水施設設置の措置命令（第 

2次措置命令） 

 

○H6.5.31  県が廃棄物処理法に基づく措置命令違反で告発 

 

○H6.7.29  公害等調整委員会調停委員会（以下「調停委員会」という。）は、処分地の実態調査を行 

い、その結果を踏まえて、処分地にある廃棄物及び汚染土壌（以下「廃棄物等」という。） 

の撤去及び環境保全に必要な措置並びにこれらに必要な費用の検討を行う方針を提示 

 

○H7.7.28  土庄簡易裁判所から豊島総合観光開発(株)等に罰金の略式命令 

 

○H7.10.30  調停委員会は、処分地に残された廃棄物等は、約56万ｔに達し、これをそのまま放置 

すると生活環境保全上の支障を生ずるおそれがあるので、早急に適切な対策が講じられる 

べきであるとした上で、7つの対策案を提示 

 

○H8.10.6   申請人の一部が国に対して、産業廃棄物等の撤去を求める公害調停を申請 

 

○H9.1.31   調停委員会で、県は溶融等の中間処理を行うことを基本として取組むことを表明 

 

○H9.7.18  調停委員会により、県の責任、専門家による検討の実施、土地の使用料などの問題につ 

いて調整が進められ、中間合意が成立 

 

○H11.8.27  県が、豊島の西隣に位置する直島町に中間処理施設を建設し処理する事業計画案を、直

島町議会全員協議会で提案 

 

○H12.3.22  直島町長が受入れ表明 
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○H12.6.6   第37回調停期日において、調停が成立 

知事は、直接豊島住民に対して、本県は廃棄物の認定を誤り、豊島総合観光開発㈱に対す 

る適切な指導監督を怠った結果、豊島の処分地に土壌汚染、水質汚濁等深刻な事態を招き、 

豊島住民の方々に長期にわたり不安と苦痛を与えたことを認め、心から謝罪の意を表した。 

なお、申請人は、調停成立に先立ち、県職員に対する調停申請を取り下げるとともに、 

        調停成立と同時に、国に対する調停申請も取り下げた。 
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２ 豊島廃棄物等の実態調査 

(1) 公害等調整委員会調停委員会による調査 

①調査の概要 

   ○実施根拠 公害等調整委員会設置法第１６条 

   ○実施時期 平成６年１２月～平成７年７月 

   ○実施目的 

    豊島に投棄された産業廃棄物の実態や、これによる周辺環境への影響を調査し、科学的・技術的知 

   見に基づいた撤去及び環境保全に必要な措置等の検討に資する。 

  ②調査内容 

   ○基礎調査（処分地の地歴や周辺概況） 

   ○廃棄物調査（廃棄物の埋立状況及び性状） 

   ○地下水調査（地質構成、地下水分布、地下水の水質と挙動） 

   ○周辺環境調査（廃棄物による地表水及び周辺海域への影響） 

  ③調査者：公害等調整委員会専門委員３名（以下の職名は当時の職名） 

    高月 紘（京都大学環境保全センター教授） 

    中杉修身（国立環境研究所地域環境研究グループ上席研究官） 

    花嶋正孝（福岡大学大学院工学研究科科長） 

  ④委託先 応用地質㈱ 

  ⑤実施費用 ２億３，６００万円余 

  ⑥廃棄物分布等の調査結果（別紙１「公害等調整委員会による調査検討結果の概要」参照） 

   ○調査方法等 

処分地において５０ｍピッチで設定した３６の調査地点でボーリング等を行い、３０地点で廃棄物 

が確認された。確認された廃棄物は、ゴム片、プラスチック片、金属片、スポンジ、布切れ、ウレタ 

ンシート、銅線、電気コード等からなるシュレッダーダストが主体であり、その他は汚泥、鉱さい、 

脱水ケーキ、油状物入り容器、プリント基板、針金、古タイヤ、紙片、木片、廃梱包材等であり、そ 

れらが混在している。 

  処分地に存する廃棄物量については、廃棄物確認地点を中心とする５０ｍ四方の平面範囲（２,５

００㎡）に分布層厚を乗算した分布体積を求めた。なお、一部の地点は、廃棄物分布範囲の端になる

ため、分布面積を２分の１（１,２５０㎡）とした。また、廃棄物の単位体積重量等の調査結果から、

廃棄物の重量を求めた。 

 

○廃棄物の分布面積等 

・廃棄物の分布面積：約６９，０００㎡ 

・廃棄物の分布体積：約４６万㎥ 

・廃棄物の重量（湿重量）：約５０万ｔ 

＊上記数量には、覆土等表層の土壌および廃棄物層直下土壌は含んでいないが、廃棄物層中に存す 

る土壌は含んでいる。 
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○廃棄物有害性の調査結果 

   処分地に分布する廃棄物の有害性を確認するため、ボーリング等により採取した試料について溶出 

  試験を実施した。廃棄物層が深い地点では、複数の深度で廃棄物の試料を採取した。 

  溶出試験結果と「金属等を含む産業廃棄物に係る判定基準を定める総理府令」（昭和４８年２月総 

 理府令第５号）の特別管理産業廃棄物の埋立処分に係る判定基準のうち汚泥に適用される値と比較し 

たところ、基準値を超過した項目は、鉛、ＰＣＢ、1,2-ジクロロエタン、シス-1,2-ジクロロエチレン、 

1,1,2-トリクロロエタン、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、1,3-ジクロロプロペン、ベ 

ンゼンの９項目で、基準値を超過した廃棄物の分布面積、分布体積及び重量の推計値は次のとおり。 

・基準値超過廃棄物等の分布面積：約５５千㎡ 

・基準値超過廃棄物等の分布体積：約４０万㎥ 

・基準値超過廃棄物等の重量（湿重量）：約４４万ｔ 

＊廃棄物の分布面積６９千㎡及び分布体積４６万㎥に対して、基準値を超過した廃棄物の分布面積 

 及び分布体積の割合は、それぞれ８０％、８７％であった。 

 

○ダイオキシン含有量試験の結果 

    １１地点２２試料について廃棄物のダイオキシン含有量試験を行ったところ、すべての試料でダイ 

   オキシンが検出された。 

   

 ○土壌試験の結果 

    ボーリング等によって採取した廃棄物層直下土壌等について、溶出試験を実施した。 

    溶出試験結果と「重金属等に係る土壌汚染調査・対策指針及び有機塩素系化合物等に係る土壌・地 

   下水汚染調査・対策暫定指針」（平成６年１１月環境庁水質保全局）の対策範囲設定基準値の溶出量値 

   Ⅱと比較したところ、基準値を超過した項目は、鉛、ジクロロメタン、1,2-ジクロロエタン、1,1,1- 

   トリクロロエタン、テトラクロロエチレン、1,3-ジクロロプロペン、ベンゼンの７項目であり、基準 

   値を超過した土壌の分布面積、分布体積及び重量の推計値は次のとおり。 

    ・基準値超過土壌の分布面積：約１９千㎡ 

・基準値超過土壌の分布体積：約３５千㎥ 

・基準値超過土壌の重量（湿重量）：約６１千ｔ 

＊基準値未満となる土壌の分布は未確認である。 

 

○調停委員会の処分地の調査結果に基づく評価等 

調停委員会による処分地の現状と評価については次のとおりであり、処分地をこのまま放置するこ 

とは、生活環境保全上の支障を生ずるおそれがあるので、早急に対策を講じるべきであるとされた。 

・処分地に投棄されている廃棄物等の総量は約４６万㎥にのぼると推計される。 

・当該廃棄物中には、重金属や有機塩素系化合物、ダイオキシン等の各種の有害物質が相当量含 

まれて、これら有害物質による汚染は廃棄物層直下の土壌や処分地内の地下水にも及んでいる。 

・周辺環境への影響については、海域の水質及び底質は現状では特に廃棄物に起因すると考えら 

れる汚染は明確には見られていないが、生物については、他事例より濃度が高いと考えられる 

項目が一部にあり、処分地内の地下水の挙動及び有害物質の挙動を併せ勘案すると、現状にお 

いても処分地の有害物質が北海岸から海域に漏出しているものと考えられる。 
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(2) 豊島廃棄物等の体積等に係る現在の推計 

豊島廃棄物等処理技術検討委員会における豊島廃棄物等の量の推定に際し、汚染土壌の量について

は、廃棄物等の掘削・移動の完了判定基準が土壌環境基準値とされたことから、廃棄物層直下土壌に

ついては土壌環境基準を超過した部分も汚染土壌としての対策が必要となった。 

また、西海岸側の廃棄物等を中央部に掘削移動した際に、当初の想定と汚染土壌の分布状況が一部

違っていたことから、約１４，０００㎥の増加が確認された。 

以上により、現在、次のとおり廃棄物等の体積等を推計している。 

 

体積（千㎥） 
種類 

廃棄物層主要部 仮置き土 小計 
重量（千ｔ） 

廃棄物 413.24 

汚染土壌 57.34 
91.50 562.08 668.00 

合計 470.58 91.50 562.08 668.00 

 

   ※全体重量は、平成20年度に測量データ等から残存体積及び内訳を算定したうえ、これまでの実測値

から設定した廃棄物等の密度を乗じて推定した重量に修正している。 

※「仮置き土」とは、暫定的な環境保全措置工事により、西海岸等から掘削し廃棄物層主要部に移動

した廃棄物及び汚染土壌をいう。 

※水洗浄方式による汚染土壌処理は、汚染土壌 57.34 千㎥から覆土 7.1 千㎥を除いた直下汚染土壌

50.24千㎥（約87千ｔ）のうち、重金属等で汚染された約35千㎥（約62千ｔ）及び廃棄物を含ま

ない覆土を対象とする。 
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３ 豊島廃棄物等の処理方法 

 (1) 処理技術の検討等 

   公害等調整委員会調停委員会から、処分地の実態調査の結果に基づき、廃棄物等に中間処理を施すか 

どうか、中間処理及び最終処分を豊島の内外いずれで行うか、或いは現状のまま環境保全措置を施すかと 

いった選択肢に応じて、平成７年１０月に７つの対策案が示された。 

 

（７つの対策案） 

1)廃棄物等を処分地内で中間処理し、その後島外に搬出して、島外の管理型最終処分場において最終

処分する。 

2)廃棄物等を島外に搬出し、島外で中間処理した後に管理型最終処分場において最終処分する。 

3)廃棄物等を島外に搬出し、現状のまま島外の遮断型最終処分場において最終処分する。 

4)廃棄物等を処分地内で中間処理するとともに、処分地を管理型最終処分場に改変整備し、当該処分

場において最終処分する。 

5)廃棄物等を島外で中間処理し、その後再度処分地に搬入し、処分地を改変整備した管理型最終処分

場において最終処分する。 

6)廃棄物等を処分地内で掘削・移動しながら、処分地を遮断型最終処分場に改変し、当該処分場にお

いて最終処分する。 

7)処分地において、廃棄物の現状に変更を加えることなく、遮水、揚水等の環境保全措置を講ずる。 

 

   本県は、次の理由から、県として取り得る案は第７案であるとの考えを述べた。 

1）産業廃棄物の処理は、廃棄物処理法に定める排出事業者処理責任の原則に基づき、排出事業者又 

はその委託を受けた者において、適正に行われることが原則であること。 

2）不法投棄場所周辺の生活環境への影響を防止することが最重要であり、第７案は、そのために必 

要かつ十分な措置である考えられること。 

3）最終処分場の確保が難しく、現実問題として、産業廃棄物の島外搬出が困難であること。 

4）当時、溶融処理等によるシュレッダーダストの中間処理がまだ実用化に至っておらず、技術的な 

問題が残されていること。一方、周辺環境への影響を防止するための遮水工や水処理等については、 

技術的にすでに実証され、広く用いられていたこと。 

 

 このような中、調停委員会から、産業廃棄物処理業の許可事務等が機関委任事務であり、国との協議 

を急いで解決の方向性を示してほしいとの要請があり、県からは、排出事業者の責任を抜きには解決策 

は考えられない旨の回答をしていた。 

平成８年１０月に、豊島住民の一部から国に対して、産業廃棄物等の撤去を求める公害調停が申請さ 

れる中、調停委員会から、県に対して、溶融処理して副成物を再利用する方式を検討してほしいとの強 

い要請があるとともに、排出事業者の関与を求めていくことを明らかにした。また、国からも、財政支 

援と技術面での協力が得られるとの見通しとなるとともに、従来の方針では、調停委員会での豊島住民 

との議論から、問題の早期解決が困難な状況にあったことや、処分地周辺の環境保全を図るとともに、 

過去の経緯をも十分に斟酌した上で、県は、溶融等の中間処理を行うことを基本として取り組むことを 

表明し、平成９年７月１８日に、調停委員会で、中間合意が別紙２のとおり成立した。 
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  （中間合意の骨子） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 技術検討委員会の設置 

県では、中間合意に基づき、豊島廃棄物等処理技術検討委員会（委員長：永田勝也早稲田大学理工学部 

教授）（以下「技術検討委員会」という。）を設置した。 

この技術検討委員会は、次の３点を基本的方針として、豊島に不法に投棄された産業廃棄物やそれによ 

って汚染された土壌等の処理ならびに処理対策期間中における周囲への汚染の拡大の防止を目指し、その 

ために必要となる現地の情報ならびに関連技術に関する調査や対策の内容等に関し、検討を進めた。 

1)人間の健康と生活環境の保全に万全を期すこと 

 ○中間処理による環境影響を最小化すること 

 ○計画において実施可能な最善の技術を適用するとともに、その遂行にあたっても運転・維持管理等 

  に関して最善の手法や管理体制を採ること 

2）海域を主として周辺環境の保全を図ること 

 ○海域生態系への影響を最小化するため、有害物質の漏洩を防止すること 

 ○陸地内の汚染拡大を防止すること 

3）廃棄物の無害化だけでなく、可能な限り副生成物の有効利用を図ること 

 ○21世紀の「循環型社会」の構築に向け、その範となる技術システムを示すこと 

 ○循環型技術システムの進展を促すこと 

 

(3) 技術検討委員会による処理技術の検討 

①第１次技術検討委員会 

第１次技術検討委員会では、中間処理期間中の暫定的な環境保全措置や中間処理の技術システム等 

   について審議を行った。 

 

「暫定的な環境保全措置に関する事項」の概要は、次のとおり。 

 1）西海岸や飛び地にある廃棄物等を掘削し、これを処分地の主要部に移動させて汚染の拡散を防止 

する。 

    2）西海岸側に中間処理施設の建設用地を確保する。 

    3）北海岸では土堰堤の補強と合わせて遮水壁を打設し、海域への有害物質の漏洩を抑制する。 

     4）周辺からの雨水の流入を防止するとともに、処分地主要部について蒸発散機能を持った遮水・ 

1）県は、廃棄物の認定を誤り、豊島総合観光開発㈱に対する適切な指導監督を怠った結果、本件処 

分地について深刻な事態を招来したことを認め、遺憾の意を表す。 

2）県は、本件処分地に存する廃棄物及び汚染土壌について、溶融等による中間処理を施すことによ 

って、できる限り再生利用を図り、廃棄物が搬入される前の状態に戻すことを目指すものとする。 

3）県は、中間処理施設の整備及び対策実施期間中の環境保全対策等についての調査検討を行うため、 

学識経験者からなる技術検討委員会を設置する。 

4）再生利用困難な飛灰及び残滓等の処分方法については、技術検討委員会の検討結果を踏まえて、 

 両当事者が協議する。 

5）申請人は、香川県に対し、損害賠償請求をしない。 
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     通水シートで覆い、さらに遮水壁背後のピットに留まる浸出水については、これを揚水して処分 

     地主要部南側の浸透トレンチから地下浸透させ、地表面からの蒸発散により貯留量の抑制を図る。 

    

 「中間処理施設の整備に関する事項」では、中間合意の内容を前提に、豊島廃棄物等の性状、周辺 

環境への配慮、早期対応の必要性、費用対効果等を勘案して採用すべき技術方式等の検討を行った。 

 検討にあたっては、実施段階にある既存の廃棄物処理を幅広く調査し、有望な９つの技術につい 

て適用可能性を確認するため豊島の廃棄物等を対象として処理実験を行った。 

 

 処理実験の結果、いずれの方式も豊島廃棄物等の適用可能性があることが確認されたが、経済性 

や、所要エネルギー等の観点から評価を行った結果、 

1)中間処理施設として、焼却・溶融（溶融型ロータリーキルン）、ガス化溶融炉（ガス化溶融一体型）、 

 表面溶融、焼却（ロータリーキルン）＋エコセメントの４方式を選定した。 

2）副成物として得られるスラグやエコセメント、メタル等の有効利用を図る。 

3）処分地からの浸出水は施設内で活用する。 

4）飛灰については塩化揮発とＭＲＧ方式の２方式によって再資源化が可能である。 

 などの結論を示した。 

 

②第２次技術検討委員会 

第２次技術検討委員会では、分科会を含めさらに詳細な検討が進められ、第1次技術検討委員会で 

決定された基本的な処理方針をさらに具体的に検討し、施設建設に関する発注仕様書の技術的要件の 

確定までの作業が行われた。 

 

「暫定的な環境保全措置に関する事項」の主な検討内容は、次のとおり。 

1）埋設されている有害物質の探索法、汚染土壌への対応方針 

2）工事に伴う環境影響調査や周辺環境へのモニタリング内容 

3）資材・機材等の輸送ルート 

4）廃棄物等の掘削・移動方法 

5）遮水工、排水工等 

6）実施設計への発注仕様書の技術的要件 

 

また、「中間処理施設の整備に関する事項」の主な検討内容は、次のとおり。 

1）処理方式・機種等の選定および現地での実施範囲 

2）スラグ、エコセメントの有効利用の可能性 

3）飛灰のリサイクルおよび処理方法 

4）中間処理施設の建設、稼動および周辺環境に関するモニタリング内容 

5）中間処理施設に関する参考見積仕様書や発注仕様書の技術的要件 

なお、処理方式については、種々の角度から検討した結果、廃棄物等は溶融スラグ化をはかり、ス 

   ラグをコンクリート骨材として再利用することになり、中核処理にはスラグを発生する処理方式を採 

   用（焼却（ロータリーキルン）＋エコセメント方式を除外）し、飛灰は塩化揮発や銅精錬にて還元す 

   ることとなった。 
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③第３次技術検討委員会 

中間処理に伴い発生する飛灰の処理実験を依頼した三菱マテリアル㈱において、新たに資源化・リ 

サイクル事業に取り組むことを計画していたことなどから、中間処理施設を直島町の同社直島製錬所 

敷地内に建設することにより、豊島廃棄物の処理終了後の施設の有効利用が図られるとともに、同社 

の技術力の活用や燃料供給設備などのユーティリティー施設の利用が可能となり、さらに直島町の活 

性化につながると考え、平成１１年８月、直島町議会全員協議会の場で、県から直島での処理を提案 

した。 

第３次技術検討委員会では、中間処理施設建設候補地の変更に伴う安全な輸送方法、廃棄物等から 

の浸出水及び汚染地下水についての処理方法、中間処理施設の建設及び運転に伴う周辺への環境影響 

の評価及び対応策等の検討を行った。 

 

  技術検討委員会の審議状況等 

○技術検討委員会（第１次）（委員長：永田勝也早稲田大学教授）の設置 

H9.8.7～H10.7.27 委員会15回開催 

H10.8.10「暫定的な環境保全措置に関する事項」報告書 

H10.8.27「中間処理施設の整備に関する事項」報告書 

○技術検討委員会（第２次）（委員長：永田勝也早稲田大学教授）の設置 

H10.8.18～H11.3.24 委員会5回、分科会10回開催 

H11.5.6「第2次豊島廃棄物等処理技術検討委員会最終報告書」 

○技術検討委員会（第３次）（委員長：永田勝也早稲田大学教授）の設置 

H11.10.9～H12.2.13 委員会5回開催 

H11.11.18「第３次豊島廃棄物等処理技術検討委員会最終報告書」 

H12.2.29「第３次豊島廃棄物等処理技術検討委員会最終報告書（追加検討分）」 

 

(4) 調停の成立 

中間合意の後、排出事業者に応分の負担を求める調停作業が進められる一方、申請人らと県との間では、 

排出事業者からの解決金の配分や処分地における地上権の設定、県の謝罪などの問題について、調停委員

会の仲立ちのもとに協議が重ねられた。 

    その結果、平成１２年５月に調停委員会から最終的な調停条項案が示され、県は、技術検討委員会によ 

り廃棄物等の溶融処理に関する技術的課題の解明がなされ、また直島処理案の受入れ表明により廃棄物等

の処理の見通しが立った状況などを踏まえ、総合的な判断のもとに、調停を受け入れることとした。 

 そして、臨時県議会に調停成立に必要な議案を提出し、同年６月１日に可決され、６月６日、豊島で開

催された第３７回調停期日において、調停が別紙３のとおり成立した。 

 なお、申請人は、調停成立に先立ち、県職員に対する調停申請を取り下げたが、県は当該職員に対して、 

将来に向けての戒めとして、反省と自覚を促すために書面訓告を行った。 

 

（調停条項の骨子） 

・技術検討委員会の検討結果に従い、処分地の廃棄物及び汚染土壌（以下「廃棄物等」という。）を、

平成 28 年度末までに豊島から搬出するとともに、豊島において、処分地の地下水・浸出水（以下
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「地下水等」という。）が漏出するのを防止する措置、処分地内外からの雨水を排除するための措

置、地下水等を浄化するための措置、廃棄物等を搬出するために必要な施設（廃棄物等の保管・梱

包施設、特殊前処理施設、管理棟、場内道路、仮桟橋を含む。）の設置（これらの措置により設置

される施設を「豊島内施設」という。）を行う。 

・搬出した廃棄物等は、技術検討委員会の検討結果に従い、三菱マテリアル(株)直島製錬所敷地内に

処理施設を設置し、焼却・溶融処理方式によって処理するとともに、その副成物の再生利用を図る。 

・豊島内施設の目的を達したときは、速やかに当該施設を撤去するとともに、処分地を海水が浸入し 

 ない高さで危険のない状態に整地する。 

 

(5) 汚染土壌の処理方法の検討 

平成２１年度末時点での廃棄物等の処理が計画に比べ１割程度遅れているため、産廃特措法に基づく

国の支援が受けられる平成２４年度末までに処理を終えるためには処理をスピードアップする必要が

あり、溶融処理と並行して行うことのできる汚染土壌の処理方法の検討を行った。 

 

(6) 水洗浄処理方式の選択 

汚染土壌の処理方法としては、水洗浄などによる浄化処理、セメント原料化などの中から、検討の結

果、水洗浄処理を選択した。 

選択の理由は、 

①製錬会社やセメントメーカー数社に対し、製錬の副原料化、セメント原料化について検討を依頼し

たが、風評被害が懸念されることなどから、いずれも受け入れに難色を示した。 

②水洗浄処理であれば、重金属等を基準以下まで除去した後、土壌として有効利用できる。 

③水洗浄処理は、溶融等に比べて CO2の排出を大幅に削減できるなど、環境にやさしい処理方法であ

る。 

などである。 

 

(7) 水洗浄処理技術の検討 

豊島処分地排水・地下水等対策検討会において、豊島処分地の廃棄物層直下の汚染土壌を安全かつ確

実に処理する洗浄浄化処理システムの技術要件の検討を行うこととし、検討のための基礎資料を得るた

め、汚染土壌の洗浄浄化処理に実績のある業者を対象に、直下土壌に関する調査結果等を提示し、企画

提案書の募集を行ったところ 10 事業者から応募があった。豊島処分地排水・地下水等対策検討会にお

いてヒアリングを実施し検討を行ったところ、汚染土壌の水洗浄処理技術については、実績に差はある

ものの、10事業者とも基本的技術は確立していることを確認するとともに、豊島の土壌を採取して事前

適用性試験を実施したところ、水洗浄処理技術によって汚染物質の分離・濃縮が確認され、洗浄土の分

級が可能であると推察された。 
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（委員名簿） 

 氏 名 役 職 名 

座長 中 杉 修 身 独立行政法人国立環境研究所環境リスク研究センター特別客員研究員 

 岡 市 友 利 香川大学名誉教授 

 河 原 長 美 岡山大学大学院環境学研究科教授 

 嘉 門 雅 史 国立高松工業高等専門学校校長 

 河 原 能 久 広島大学大学院工学研究科教授 

 

○豊島処分地排水・地下水等対策検討会の開催状況等 

H21.2.21～H21.11.22 検討会４回開催 

H21.12.20「豊島処分地汚染土壌の水洗浄処理に係る技術的要件に関する報告書」 

 

 

(8) 豊島住民との合意 

第23回豊島廃棄物処理協議会（平成22年1月31日）で、豊島住民の方に対して、オフサイト処理（島

外処理）による水洗浄処理の実施を正式に提案した後、6月 5日、6月 20 日の拡大事務連絡会を経て、

第24回豊島廃棄物処理協議会（平成22年8月1日）において、重金属等で汚染された汚染土壌の島外

での水洗浄処理について合意した。 

調停条項上の整理については、調停条項を変更するのではなく、新たな合意として協議合意書を締結

することにより行った。 

 

（合意の内容） 

1 「本件廃棄物等」のうち、重金属等で汚染された「汚染土壌」に関しては、「焼却・溶融方式による処

理」を変更し、島外へ搬出しての「水洗浄方式による処理」とし、可能な限り、その副成物の再生利

用を図ることとする。 

2 香川県は、「汚染土壌」の「水洗浄方式による処理」の技術的検討及び搬出・運搬並びに「水洗浄方式

による処理」の実施は、管理委員会の検討結果及び助言・指導等のもとに行う。 

豊島廃棄物等管理委員会設置要綱第2条（所掌事務）に、「汚染土壌の水洗浄方式の技術的検討及び搬

出・運搬方法の検討並びに処理の実施状況の確認」を加える。 

3 香川県は、「汚染土壌」の「水洗浄方式による処理」の実施においては、情報公開に努め、申請人らの

理解と協力のもとに行う。 

4 香川県は、土壌環境基準を超過したダイオキシン類で汚染された「汚染土壌」については、従前どお

り島外に搬出して焼却・溶融処理し、VOCsによって汚染された「汚染土壌」のうち、土壌汚染対策法

に定める第二溶出量基準を超過したものについては、従前どおり島外に搬出して焼却・溶融処理する。 

5 香川県は、前項の第二溶出量基準以下のVOCsによる「汚染土壌」については、調停条項3（1）の「地

下水等」の浄化対策で処理する。 

香川県は、調停条項での「本件廃棄物等」の撤去期限である平成 28 年度末までに、VOCs の土壌環境

基準を超過する「汚染土壌」が残らないように努める。 

申請人らと香川県は、平成 28 年度当初において、VOCs の地下水等の浄化状況をみながら、処理対策
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について協議する。 

※合意文書中のVOCsとは、揮発性有機化合物（Volatile Organic Compounds）の略称。 

土壌汚染対策法では、四塩化炭素、1,2-ジクロロエタンなど 11 種類の揮発性有機化合物が特定有害物質

に定められている。 
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(9) 処理事業の実施に当たっての基本的な考え方 

豊島廃棄物等の処理は、香川県が平成2年12月28日及び平成5年11月22日に処理業者である豊島

総合観光開発㈱に対して廃棄物処理法に基づく措置命令を行ったものの、処理業者は命令に係る措置を

講ぜず、また今後も講ずる見込みがないため、香川県が自らその支障の除去等の措置を講じようとする

ものである。 

 

香川県では、調停条項に従い、処理事業を進めているが、この事業は全国的にも前例のない事業であ

ることから、調停成立後設置した豊島廃棄物等技術委員会（委員長：永田勝也早稲田大学理工学部教授）

（以下「技術委員会」という。）の指導や助言を得ながら、環境保全と安全面を第一に、事業を進めて

きた。 

さらに、平成 16 年 3 月には技術委員会を承継した豊島廃棄物等管理委員会（委員長：永田勝也早稲

田大学理工学部教授）（以下「管理委員会」という。）を設置し、指導や助言を得ながら、引き続き環境

保全と安全面を第一に、事業を進めている。 

また、処理事業の実施状況などに関する情報表示システムを構築して、豊島の住民や直島町などに対

して積極的な情報提供を行うとともに、それぞれ協議会を設け（豊島廃棄物処理協議会及び直島町循環

型社会推進協議会）、意見を聞きながら、円滑な事業の推進に努めている。 

 

  技術委員会の審議状況等 

 ○技術委員会（委員長：永田勝也早稲田大学教授）の設置 

○H12.6.29～H16.3.28 委員会20回、分科会10回開催 

 

（委員名簿） 

 氏 名 役 職 名 

委員長 永 田 勝 也 早稲田大学理工学部教授 

副委員長 武 田 信 生 京都大学大学院工学研究科教授 

委員 猪 熊    明 独立行政法人土木研究所基礎道路技術研究グループ長 

〃 岡 市 友 利 香川大学名誉教授 

〃 河 原 長 美 岡山大学環境理工学部環境デザイン工学科教授 

〃 堺    孝 司 香川大学工学部安全システム建設工学科教授 

〃 坂 本    宏 秋田県立大学システム科学技術学部教授 

〃 鈴 木 三 郎 神戸大学海事科学部教授 

〃 高 月    紘 京都大学環境保全センター教授 

〃 田 中    勝 岡山大学環境理工学部環境デザイン工学科教授 

〃 中 杉 修 身 独立行政法人国立環境研究所化学物質環境リスク研究センター長 

〃 門 谷    茂 北海道大学大学院水産科学研究科教授 

〃 横 瀬 廣 司 香川大学名誉教授 
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  管理委員会の審議状況等 

 ○管理委員会（委員長：永田勝也早稲田大学教授）の設置 

○H16.3.28～H22.12.18 委員会23回開催 

 

（委員名簿） 

 氏 名 役 職 名 

委 員 長 永 田 勝 也 早稲田大学理工学部教授 

副委員長 武 田 信 生 立命館大学客員教授エコ・テクノロジー研究センター長 

委  員 岡 市 友 利 香川大学名誉教授 

〃 河 原 長 美 岡山大学大学院環境学研究科教授 

〃 堺   孝 司 香川大学工学部安全システム建設工学科教授 

〃 鈴 木 三 郎 神戸大学名誉教授 

〃 高 月   紘 石川県立大学生物資源工学研究所環境生物工学教授 

〃 中 杉 修 身 独立行政法人国立環境研究所化学物質環境リスク研究センター特別客員研究員 
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(10) 処理事業の内容（別紙４「豊島廃棄物等処理事業」参照）   

           は、別紙４の１ｐの豊島・直島位置図のとおり。 

豊島の西に約5ｋｍの直島の三菱マテリアル㈱直島製錬所敷地内に中間処理施設を建設 

 

は、 は、別紙４の２ｐの処理の概念図のとおり。 

①豊島では、北海岸に鉛直遮水壁を設置して、処理の実施期間中における豊島処分地の周囲への汚染 

の拡大を防止するとともに、処分地内の地下水や浸出水は高度排水処理施設で処理してから海域（北 

海岸）に放流。 

    ②廃棄物等は掘削して、中間保管・梱包施設で一時保管し、コンテナトラックに積み込んで、専用桟 

橋まで陸上輸送。 

    ③豊島から直島への海上輸送は、コンテナトラックがそのまま専用輸送船に乗り込み、輸送船が1日 

で2往復して、300トンの廃棄物を年間220日輸送。 

    ④直島では、コンテナトラックが中間処理施設の受入ピットに廃棄物等を投入する。中間処理施設で 

は、破砕機等の前処理設備で30ミリ以下まで破砕した後で、回転式表面溶融炉で１日当たり200 

トンの廃棄物等を年間300日焼却・溶融。 

⑤処理量の約半分発生する溶融スラグは、破砕設備で粒度調整を行い、県の公共工事の資材として、

コンクリート2次製品用骨材、生コンクリート用骨材、アスファルト混合物骨材、路盤材、埋戻材、

盛土材等の用途で有効利用。（平成１６年度から、当面、コンクリート２次製品用骨材及び生コンク

リート用骨材で有効利用） 

ロータリーキルン炉で焼却された鉄や、焼却・溶融処理により発生する銅・アルミは有効利用する 

とともに、溶融飛灰は、スラリー化したうえで、三菱マテリアルの銅製錬施設などで山元還元して、

有価金属を回収。 

⑥なお、中間処理施設においては、豊島廃棄物等と合わせて直島町の一般廃棄物も処理。 

 

                         は、別紙４の３ｐのとおり。 

①豊島では、平成15年4月までに中間保管・梱包施設、高度排水処理施設及び廃棄物専用桟橋など 

の整備を完了。 

②直島では、専用桟橋が完成するとともに、中間処理施設や副成物搬出施設を整備中。 

  

は、別紙４の４ｐのとおり。 

①施工平面図の上側に、廃棄物層から浸出する地下水等が北海岸から海域へ流出するのを防止するた 

め、長さ360ｍにわたり、遮水壁を打設。 

②廃棄物等の飛散を防止し、雨水の流入を排除するために、透気遮水シートを敷設。 

 

は、別紙４の５ｐのとおり。 

処分地の地下水等を管理基準値まで浄化するために、処理フローに従い、ダイオキシン類や重金属類 

などを処理（処理能力は1日当たり65㎥）。 

 

は、別紙４の６ｐのとおり。 

豊島廃棄物等は汚染土壌を含め多様な処理対象物が不均一に混在しており、焼却・溶融処理を効率的 

廃棄物等の投棄現場 

焼却・溶融処理の概要 

豊島廃棄物等を処理するための主要施設の概要 

豊島における暫定的な環境保全措置 

高度排水処理施設の概要 

廃棄物等の掘削・運搬 
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に行うため、土砂主体部分とシュレッダーダスト主体部分を重機で掘削し、土砂主体部分については、 

中間処理を効率化するために溶融助剤を混合。その後に、土砂主体部分とシュレッダーダスト主体部 

分を混合し、化学反応による水素の発生を考慮して2日間養生した上で、中間保管・梱包施設に搬入。 

 

は、別紙４の７ｐのとおり。 

①図面中の緑色は豊島廃棄物等の流れを示し、赤色は大きな岩石、金属、2重ドラム缶などの特殊前 

処理物の流れを表示。豊島廃棄物等は、クレーン、積込装置等によりコンテナトラックに積み込む。

②特殊前処理物のうち、シート、ホース等長大物は破砕、切断等の処理をしてから、コンテナトラッ 

クに積み込むが、岩石、金属等は洗浄し、完了判定試験を実施した後、豊島で有効利用。 

  

は、別紙４の８ｐのとおり。 

①海上輸送航行安全対策検討委員会（＊）で輸送航路などとともに、専用輸送船の仕様等を決定。 

②専用輸送船は1度の輸送でコンテナトラック18台が乗り込むロールオン・ロールオフ方式により 

輸送し、輸送船が1日で豊島・直島間を2往復。 

③輸送経路は、最短距離でかつできるだけ安全な海域を航行すとともに、のり養殖の漁期（10～3月） 

は、漁場を避けた経路を選択。 

 

 豊島廃棄物等海上輸送航行安全対策検討委員会（委員長：佐藤尚登海技大学校教授）の設置 

H13.4.29～H14.4.27 委員会4回開催 

H14.4.27 豊島廃棄物等海上輸送航行安全対策調査研究 報告書 

 

は、別紙４の９ｐのとおり。 

①施設の概要は、１日100トンの処理能力の回転式表面溶融炉２基と鉄や岩石などに付着した可燃物 

を焼却するロータリーキルン炉１基。（処理能力１日24トン） 

②施設の特長は、溶融処理に伴って発生する溶融スラグなどの副成物を再資源化し有効利用するほか、 

プラント排水等を再利用するなど、完全循環型の施設。また、徹底した燃焼管理や排ガス処理を行 

うとともに、余熱を回収し蒸気に変えて有効利用するほか、太陽光発電設備を導入するなど、環境 

への負荷を減らす工夫を実施。 

 

は、別紙４の１０ｐ～１１Ｐのとおり 

①「廃棄物等の掘削完了判定マニュアル」に基づき、廃棄物の掘削・除去後に地表となった土壌に対

し、掘削完了判定調査を行った結果、完了判定基準を超過した土壌を掘削・除去。 

完了判定調査は土壌ガス調査、溶出量試験及び含有量試験を実施。土壌ガス調査の結果、VOCsが検

出されなかった場合、又は溶出量試験及び含有量試験の結果、完了判定基準以下である場合は、土

壌の掘削を完了。 

重金属が完了判定基準を超過した汚染土壌は、掘削・除去し、島外で水洗浄処理を行い、重金属が

完了判定基準を超過し、かつVOCsが溶出量基準を超過した複合汚染土壌は、掘削・除去後、土壌ガ

ス吸引等によりVOCsを除去し、島外で水洗浄処理。 

ダイオキシン類またはPCBが完了判定基準を超過した汚染土壌及びVOCsが完了判定基準を超過した

汚染土壌は、掘削・除去し、中間処理施設において焼却・溶融処理。 

中間保管・梱包施設及び特殊前処理物処理施設の概要 

豊島廃棄物等の輸送 

直島の中間処理施設の概要 

汚染土壌の水洗浄処理の概要 
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なお、完了判定基準以下のVOCsによる汚染土壌は、高度排水処理施設を利用した地下水揚水処理で

対応。（別紙７の５ｐ～６ｐ） 

②汚染土壌の掘削・運搬は、汚染区画周辺の土壌が汚染されないよう配慮し、県の監督員を配置し、

バックホウで掘削した後、フレキシブルコンテナ(フレコン)に詰め、場内運搬車両で積替え施設へ

運搬し、海上輸送時まで一時保管。（別紙７の７ｐ～１２ｐ） 

③汚染土壌の輸送は、豊島桟橋を使用し、フレコンを積載した運搬車両が直接乗降できる構造（ランプ

ゲート）を有するバージ船を用い、原則として豊島の北側の航路及び播磨灘北航路により海上輸送。

（別紙７の１３ｐ～１４ｐ） 

④汚染土壌の水洗浄処理は、土壌汚染対策法に基づく許可を受け、水洗浄処理により第二種特定有害

物質の浄化が可能な「浄化等処理施設」で、豊島廃棄物等管理委員会の承認を受けた技術要件を有

する処理施設で実施。浄化済土壌は有効利用し、有害物質濃縮汚泥はセメント原料化や熱処理によ

り有害物質を揮発・回収する方法等によって無害化し、可能な限り有効利用。水洗浄処理に係る計

画、処理状況等は、その情報を公開。（別紙７の１５ｐ～１８ｐ） 

 

（豊島廃棄物等の処理フロー） 

 

 

 

 

 

 

廃棄物 

直下汚染土壌 

覆土 

仮置土 

汚
染
土
壌 

VOCs が完了判定基準を超過 

PCB 又はダイオキシン類が完了判定

基準を超過 

重金属が完了判定基準を超過 

重金属が完了判定基準を超過かつ

VOCs が土壌溶出量基準を超過 

土壌ガス吸引等により

VOCs 除去 

島外で水洗浄処理 

溶融炉で焼却・溶融 

ロータリーキルン炉で高

温熱処理 

均質化 

35（ 62） 

 1（  1） 

50（ 87） 

7（ 13） 

413（410） 

92（158） 

※ 図中の数値は想定される廃棄物等の体積（括弧内は重量）を示す。 

単位は、体積：千m3、重量：千t 

VOCsが完了判定基準以下かつ土壌溶

出量基準を超過 

高度排水処理施設を利用

した地下水揚水処理 

全体量： 562（668） 
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(11) 処理事業のスケジュール等 

  ①処理事業の実施状況 

平成15年4月15日には、豊島から直島への海上輸送や高度排水処理施設での地下水等の処理を開

始するとともに、中間処理施設では、第１回（5月23日～6月13 日）、第2回（6月23 日～7月13

日）及び第3回（8月5日～8月25日）の引渡性能試験を実施し、排ガス中の有害物質の濃度や施設

の廃棄物の処理能力など全ての項目で基準をクリアしたので、中間処理施設の引渡しを受け、9月18

日から本格的な処理を開始している。 

②今後のスケジュール 

中間処理施設を年間で300日以上稼動させ廃棄物等を処理する計画にしており、次の処理計画に従

い、平成24年度末までに廃棄物等の処理は完了する予定である。 

 

（年度別の処理実績及び計画）                            （単位：㎥） 

汚染土壌 

年度 
廃棄物 

（シュレッダーダスト、燃え殻、鉱さい） 覆土 
直下 

汚染土壌 

仮置き土 計 

15年度 17,716 230 0 5,112 23,058 

16年度 35,390 0 0 10,672 46,062 

17年度 36,765 0 0 11,086 47,851 

18年度 32,121 0 0 9,689 41,820 

19年度 34,841 0 0 10,506 45,347 

20年度 49,067 0 0 7,149 56,216 

21年度 53,179 0 0 10,307 63,486 

22年度 51,020 2,528 0 9,752 63,300 

23年度 54,392 1,828 24,831 7,949 89,000 

24年度 48,739 2,514 25,409 9,278 85,940 

合計 413,240 7,100 50,240 91,500 562,080 

※「仮置き土」とは、暫定的な環境保全措置工事により、西海岸等から掘削し廃棄物層主要部に移動

した廃棄物及び汚染土壌をいう。 

※平成22 年度末に残っている廃棄物等175 千㎥（223 千ｔ）について、H23、H24 年度で、溶融炉で

125 千ｔ、ロータリーキルン炉で10 千ｔ、水洗浄処理等で88 千ｔを処理予定（積算：溶融炉210

ｔ／日で年間315日稼動見込み、ロータリーキルン炉20ｔ／日で年間300日稼動見込み）。 
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４ 処分者等に対して行ってきた措置 

(1) これまでに行ってきた措置等 

①処分者への産業廃棄物の許可及び行政指導等 

 当初は、豊島総合観光開発㈱から有害な産業廃棄物等を取り扱う産業廃棄物処理業の許可の申し出が

あったが、その後、無害な産業廃棄物に限定して取扱量を縮小する事業計画の変更の申し出があり、昭

和５３年２月に、同社に対して、汚泥、木くず及び家畜のふんを取り扱う産業廃棄物収集・運搬・処分

（ミミズによる土壌改良剤化処分業に限る。）業の許可を行ったものである。 

県は、昭和５３年２月から平成２年１１月までの間に、豊島総合観光開発㈱に対して、118 回の立入

調査を実施し、ミミズの養殖場の適正管理、シュレッダーダストや汚泥の野焼き中止、シュレッダーダ

ストの燃えがらの埋立禁止や適正処理等に関して、行政指導を行った。 

 

②本県の行った措置に関する評価 

 立入調査等を実施した中で、豊島総合観光開発㈱からは、シュレッダーダスト等を原料として購入し、

この中から有価金属を回収し販売する、いわゆる廃品回収業を行っているとの主張がなされていた。 

当時の廃棄物処理法上は、廃棄物のおそれがあるものについて帳簿等を調査する権限は明確には規定

されておらず、また、廃棄物と有価物に係る国の解釈の変遷の中で、廃棄物の認定に当たっては、占有

者の意思や有償性等を勘案することとされていた。 

このような中で、県としては、豊島総合観光開発㈱の一方的な説明を受けるにとどまるなど、同社に 

対して有効な措置を講ずることができなかったことは、大いに反省すべきことと考えている。 

県は、平成２年１２月、処分地に堆積又は保管されているシュレッダーダストについて産業廃棄物で

あるとの認定を行い、その上で、処分者や排出事業者に対する対応を行ったところであるが、その認定

は、①シュレッダーダストが、製紙汚泥、食品汚泥等の産業廃棄物と混在したり、シュレッダーダスト

の上に土砂等で覆土されており、原材料の保管として通常の状態とは考えられないこと、②焼却施設の

処理能力に比べ、搬入量、保管量が増大しており、処理のめどが立たない状況となっていること、③本

件処分地の調査結果等により、基準値未満のものがほとんどとはいえ、人の健康に係る被害を生じさせ

るおそれのある物質が検出され、環境保全上、処分者等に何らかの対策を講じさせる必要があったこと、

といった事情に基づくものであった。 

このような認定がもっと早い段階でできなかっただろうかという点について、反省すべき点があると

考えられる。 

また、調停委員会の中でも、県が処分者等に対して行った措置についての議論が重ねられ、公害調停 

の最終合意に際して、廃棄物の認定を誤り、豊島総合観光開発㈱に対する適切な指導監督を怠ったこと 

を認め、申請人を含めた豊島住民の方々に、知事から直接謝罪したところである。 

さらには、県は、平成１２年５月、廃棄物の認定を誤り、豊島総合観光開発㈱に対する適切な指導監

督を怠ったことに関して、関係職員の処分を行った。 

県では、豊島問題を教訓として、産業廃棄物の不法投棄や不適正処理に対する監視指導体制を強化し、

不法投棄事案の撲滅に努めるとともに、職員の意識改革や組織改革など、再発防止のための各種の取り

組みを進めているところであるが、今後とも、これらの一層の強化を図っていく必要がある。 

 

③処分者への措置 

 県は、兵庫県警の強制捜査の後、処分地の立入調査や周辺地先海域の実態調査を行うとともに、経営 
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者から事情聴取し、操業中止等の指導を行ったが、これに従わなかったので、平成２年１２月２０日に、 

処分地のシュレッダーダストが製紙汚泥と混在しており、かつ、覆土されているから、金属回収のため 

の原料の保管とは考えられず、焼却施設の能力を超える搬入量であるから産業廃棄物であるとして、次 

のとおり、廃棄物処理業の許可を取消し、処分地に放置されている廃棄物の撤去などを命ずる措置命令 

を行った。 

その後、豊島総合観光開発㈱から撤去計画を提出させたり、措置命令の履行等について文書により再 

  三指導したが、廃棄物の撤去はほとんど進まず、平成４年１２月から実施した立入調査の結果に基づき、 

平成５年１１月２２日に、同社に対して鉛直止水壁の施工及び雨水排水施設設置の措置命令を行った。 

   県は、豊島総合観光開発㈱に対し、この措置命令を履行するよう、多数回に及ぶ指導をしたが、雨水 

  排水施設についてその一部を施工したものの、鉛直止水壁については全く着手されなかったことから、 

平成６年５月３１日に、措置命令違反で処理業者を刑事告発した。 

 

年月日 項目 内容 

H2.12.28 廃棄物処理業の許可の取消し 

H2.12.28 措置命令 ①処分地内にある産業廃棄物を撤去し、要件を備えた最終処分場へ搬入し、適

正に処理すること。 

②処分地内にある産業廃棄物の飛散、流出を防止するための措置並びに溜まり

水の流出又は浸出を防止するための措置を講ずること。 

H5.11.22 措置命令 ①処分地の北海岸沿に基盤層に達する鉛直止水壁を施工すること。 

②処分地への雨水の流入を防止するため雨水排水施設を設置すること。 

H6.5.31 刑事告発 平成５年１１月の措置命令を実行しないため、廃棄物処理法に基づく措置命令

違反で告発 

 

④措置命令と豊島廃棄物等の処理 

平成２年１２月２８日及び平成５年１１月２２日に、処理業者である豊島総合観光開発㈱に対して、 

廃棄物処理法１９条の６に基づく措置命令を行ったが、処理業者は命令に係る措置を講ぜず、また、今

後も講ずる見込みがないため、当初は、廃棄物を処分地において現状に変更を加えることなく、遮水、

揚水等の環境保全措置を講ずるとの考えであったが、調停委員会の要請や国からの財政支援の見通しが

立ったことなどを踏まえて、県自らがその支障の除去等の措置を講ずることとしたものであり、廃棄物

処理法１９条の８に該当するものである。 

（参考）豊島総合観光開発㈱にかかる刑事裁判等の結果 

年月日 項目 内容考 

H2.11.1 海上保安庁の摘発による 

土庄簡易裁判所略式命令 

豊島総合観光開発㈱    罰金5万円 

ＭＳ（実質的経営者）   罰金10万円 

H3.7.18 兵庫県警の摘発による 

神戸地方裁判所姫路支部判決 

豊島総合観光開発㈱    罰金50万円 

ＭＳ（実質的経営者）   懲役10月（執行猶予5年） 

ＹＫ及びＮＨ（従業員等） 懲役6月（執行猶予3年） 

H7.7.28 香川県の告発による 

土庄簡易裁判所略式命令 

豊島総合観光開発㈱    罰金50万円 

ＭＫ（会社代表者）    罰金50万円 
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  ⑤排出事業者への対応 

排出事業者に対しては、措置命令の法的要件の具備や実効性に疑問があったことなどから、行政指導 

により、平成２年１２月から平成４年１２月の間に、23社に対して廃棄物を自主撤去させた。 

平成５年１１月に、豊島住民から本県らに対する公害調停が申請され、調整が進む過程で、県として

は、調停委員会に対して問題解決に当たっての排出事業者の関与を強く求めた。 

調停委員会は、被申請人となっていた21社の排出事業者に対し、廃棄物処理法及び同法施行令に定 

める委託基準に違反した廃棄物の処理委託を行った結果、受託者により不適正な処理が行われた場合に 

は、排出事業者には適正な処理をすべき責任が残存しており、対策に要する費用等について応分の負担 

をするように求めた。その後も協議が重ねられ、平成１２年１月までに19の排出事業者が解決金の負 

担に応ずることを認めた。総額で３億２千５百万８千円が支払われ、この解決金については、調停条項 

により、県が廃棄物等の対策費用として１億７千万円を取得した。残る排出事業者2社は、当事者間に

合意が成立する見込みがないとして、調停は打ち切られた。 

なお、被申請人以外の排出事業者 14 社は、平成３年３月に、委託基準違反の疑いで兵庫県警から送

検されていたが、加罰的違法性が乏しいということで、同年９月に起訴猶予処分になった。 

以上、排出事業者に対しては、実質的に措置命令と同様の責任追及が行なわれており、最大限の対応

を図っている。  

（参考）排出事業者の自主撤去の状況 

種類 搬出量  搬出期間 

ﾆｯｹﾙ含有汚泥 ﾄﾞﾗﾑ缶1400本(全量)ﾌﾚｺﾝﾊﾞｯｸ 22袋(全量) H2.12～H3.8 

廃油 ﾄﾞﾗﾑ缶289本(全量) H3.6～H4.12 

醤油油 ﾄﾞﾗﾑ缶147本(全量) H3.7～H3.10 

醤油汚泥 140ｔ(全量) H3.8 

ﾗｶﾞｰﾛｰﾌﾟ 30ｔ（約半分） H3.10～H4.10 

焼却灰等 721ｔ（一部） H4.3 

 

(2)処分者等から徴収する費用の考え方 

①特定支障除去等事業に要する費用                          （単位：百万円） 

項   目 20 年度計画 変更後 増減額 

○中間処理施設運転管理費 

○溶融飛灰処理費  

○溶融スラグ搬出費   

○豊島廃棄物等の陸上及び海上輸送費 

○高度排水処理施設運転管理費 

○豊島処分地維持管理費   

○豊島廃棄物等の掘削・運搬費  

○環境計測及び周辺環境調査費  

○水洗浄処理費 

○直島環境センター運営費等 

１８，９２０ 

２，３２９ 

２１５ 

３，２１８ 

  ６３９ 

２８２ 

１，９７４ 

４９９ 

０ 

１１６ 

１７，４７７ 

１，４４５ 

１，０２０ 

３，２０６ 

  ５０３ 

７７３ 

１，７７２ 

３１５ 

１，５７１ 

１１０ 

▲１，４４３ 

▲８８４ 

８０５ 

▲１２ 

▲１３６ 

４９１ 

▲２０２ 

▲１８４ 

１，５７１ 

▲６ 

計 ２８，１９２ ２８，１９２ ０ 

変更理由  重油価格高騰及び重油使用量の増加に伴い事業費等を見直した。ただし、この超過する事業費と 
それに伴い不足する出えん金のうち平成２１年１月以降の分については、今後の重油価格の高騰に 
より変動するため、適宜見直すものである。（別紙６参照） 
 また、水洗浄処理の実施に伴い事業費等を平成22年度に見直した。(別紙7) 
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②処分者等又は排出事業者等からの費用徴収の見込み 

本県が、廃棄物処理法第19条の8の規定に基づき、自ら生活環境保全上の支障の除去等を行うに当たっては、 

  特定産業廃棄物の不適正処分の行為者、関係者、注意義務を怠った排出事業者等に対して、その処理責任を明 

  らかにし、代執行に要した費用のうち行為者、排出事業者等が負担すべき部分についての求償を行うことが必 

要であり、処分者等又は排出事業者等からの費用徴収について検討する。 

 

○豊島総合観光開発㈱ 

豊島総合観光開発㈱は、現在、形式的にも実質的に法人としての実態を有さず、また、平成９年３月に

破産宣告を受け、破産管財人による破産財産の処分が完了しているため、費用徴収は困難である。 

 

○豊島総合観光開発㈱の経営者 

豊島総合観光開発㈱の代表者の配偶者で、同社の実質的経営者であった者については、生存してい 

るものの、豊島総合観光開発㈱と同時に破産宣告を受け、破産管財人による破産財産の処分が完了し 

ているとともに、その後、新たな事業を開始したり、資産を取得した事実は認められず、現段階では、 

費用徴収は困難であると考えられる。 

しかしながら、上記の基本的考え方に立ち、代執行の期間中、或いはその後においても、費用徴収

が可能と判断される状況に至った場合には、厳正に対処することとする。 

 

○排出事業者等 

排出事業者については、その一部が本県の行政指導に応じて、自主的に産業廃棄物の撤去を行った

ほか、その他の排出事業者も含めて、21社の排出事業者等が公害調停の被申請人となり、国の公害等

調整委員会が設置した調停委員会が廃棄物処理法に基づく排出事業者責任の追及を行うなど、廃棄物

処理法に基づく求償措置と同様な対応が図られてきたところである。 

その結果、19社が廃棄物等の対策費用の趣旨を含む意味での解決金の支払に応じ、調停が成立して

おり、当該排出事業者は、解決金を支払うことにより本件に関する全ての責任を果たした旨の確認が

なされているところである。このような状況から、これ以上の費用徴収は現段階では困難である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考） 

○H8.2.26 豊島住民が豊島総合観光開発㈱及び実質的経営者に対して、損害賠償請求を提訴 

○H8.12.26   高松地裁が豊島総合観光開発㈱等に、慰謝料1,185万円の支払と廃棄物の撤去を 

命じる判決 

○H9.2.6 高松地裁が豊島総合観光開発㈱等に、撤去費用151億円の支払命令 

○H9.2.25     豊島住民が、豊島総合観光開発㈱等の破産申立（慰謝料及び撤去費用の債務） 

○H9.3.17     岡山地裁が、豊島総合観光開発㈱及び経営者に破産宣告 

○H11.1.31    豊島住民が、破産管財人から処分地を購入 
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(3) 再発防止策 

豊島問題については、県の廃棄物行政に誤りがあり、多額の経費を要する豊島廃棄物等の処理事業を講ず

ることとなったことを謙虚に反省し、県の廃棄物行政に生かすとともに、国に対しても積極的に提言してい

くなど、未来に向けた教訓として、不適正処理の防止や循環型社会形成に向けた取り組みを進めている。 

①産業廃棄物の不適正処理の防止 

県では、豊島問題を教訓として、産業廃棄物の不適正処理の防止と、これらの事犯に対する迅速かつ 

的確な対応に全力で取り組んでいる。そのうち、不適正処理の防止にかかる体制については、次のとお 

り強化を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の体制強化を踏まえ、平成１４年度には、1,107 件の立入調査を実施するとともに、野焼きや不

法投棄など、296件の不適正処理に対する苦情処理を行った。 

 また、処理業者に対する不利益処分等については、豊島問題の発生後、これまで、8件の措置命令を 

発するとともに、4事案について不法投棄違反などで積極的に告発を行っている。 

今後も、指導監視体制の充実強化を図るとともに、産業廃棄物指導監視機動班による計画的な立入調 

査の実施などにより、不適正処理の防止に全力で取り組んでいきたい。 

 

②産業廃棄物処理過程追跡システムの構築 

   廃棄物の処理工程の把握と適正処理の証明や不法投棄防止対策の基礎データを収集するため、平成15

年度から、画像追跡管理システムを利用して、産業廃棄物の追跡の実証実験を行うことにしている。 

具体的には、廃棄物運搬車輌にＧＰＳを取り付け、運搬車輌が適正なルートを辿り、排出現場から処

理場まで積載・運行され、中間・最終現場において適正に廃棄物が処理されているかを画像で確認する

ことができるシステムの構築を考えており、実証実験を実施して、不法投棄防止効果、既存のマニフェ

スト制度の比較による省力化効果等の検討や、システムの普及方策の検討・整理などを行っていきたい。 

 

[廃棄物の不適正処理の防止にかかる体制強化] 

○平成３年 香川県産業廃棄物処理等指導要綱制定、産業廃棄物指導監視機動班（２班）強化、警察 

   職員１人配置   

 

○平成６年 香川県産業廃棄物不法処理防止連絡協議会設置（県警察、海上保安部、市町などとの 

    連携強化）、ヘリコプターによる空中監視や車両による合同パトロール開始 

 

○平成11年 警察職員２人に増員 

 

○平成12年 廃棄物110番設置、夜間・休日パトロールの開始 

 

○平成14年 県内４箇所に環境管理室を設置、警察職員３人に増員、地区別産業廃棄物不法処理防止 

      協議会の設置、不法投棄の重点監視区域を設定し集中監視を行うためのごみマップ作成 

 

○平成15年 環境監視員制度を創設し、県民112名に委嘱、適正処理推進主幹の配置 
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③循環型社会形成のための具体的方策の推進 

   豊島問題を始めとするごみの問題をきっかけに、国においても、資源循環型社会形成の取り組みとし 

て、容器包装、家電、建設、食品、自動車など、様々な分野でリサイクルを確保するための法制度が整 

備されており、県としても、豊島問題を教訓として、次のとおりこれらの取り組みを進めるとともに、 

計画的な緑化の推進や、太陽光発電といった自然エネルギーの導入など、「環境立県」を目指していく考 

えである。 

 

○自動車リサイクル法における前払方式の提案等 

 自動車リサイクル制度については、検討が進められていた際に、豊島の廃棄物の多くが自動車のシ 

ュレッダーダストであったことから、拡大生産者責任の原則を徹底すべきと考え、自動車のリサイク 

ル費用を新車購入時に徴収するいわゆる「前払方式」のシステムを率先して国に提案し、自動車リサ 

イクル法の中で実現をみるとともに、家電など他の製品にも適用するよう国に提案している。 

 また、循環型社会の形成に向け、拡大生産者責任に基づく廃棄物処理システムの構築について早期

に検討するよう国に要望しているところである 

 

○デポジット制度の検討 

リサイクルの促進や散乱ごみ対策としての効果が期待できるものとして、「デポジット制度」の導入 

について、外国の事例や他県における検討状況などを研究するとともに、関係者の意見を聞き、容器 

包装リサイクル法との関連など、導入に向けての課題を整理している。 

４７都道府県が一致して行動することが大きな力になるため、四国各県や兵庫県などと連携の環を

拡げており、全国で実施できる仕組みづくりを提案できればと考えている。 

 

   ○産業廃棄物税の検討 

廃棄物の発生抑制やリサイクルの促進を図るとともに、これを財源に循環型社会の形成に向けた施

策を充実させるため、産業廃棄物税（仮称）の導入について検討を行っている。 

平成 15 年６月に「新税の基本的考え方」を発表し、有識者からなる「新税制懇談会」で議論を深

めているほか、県民の意識調査や経済界等からの意見聴取などを実施していく予定である。 

なお、四国４県で共同歩調をとる方向で合意し、連携して検討を進めている。 

 

   ○県外産業廃棄物の取扱い 

県外からの産業廃棄物については、その適正処理と循環的な利用を確保するため、情報公開を基本

に透明性を図りながら、適切な指導、監視を行っていきたい。 
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５ 支障の除去等の措置の推進に際し必要な事項 

(1) 適正な処理の実施 

豊島廃棄物等の処理事業の実施に当たっては、安全面や環境保全に万全を期することが何よりも重要で

あり、平成 15 年１月には、直島の中間処理施設内に、直島環境センターを設置して、豊島での掘削・運

搬作業や豊島から直島への廃棄物の海上輸送、さらには、直島の中間処理施設での廃棄物の焼却・溶融処

理状況など、処理事業を総合的に管理運営している。 

また、処理の具体的な手順については、技術委員会や海上輸送航行安全対策検討委員会等で審議いただ 

いた上で、次のとおり各マニュアルを整備して、適切な対応に努めている。特に、異常時・緊急時などに 

おける事業者、県、地域住民などの役割や関係者間の連絡体制などについては、異常時・緊急時等対応マ 

ニュアルを策定し、人命の尊重及び被害拡大防止を基本として、豊島住民、直島町役場、土庄町役場、関 

係漁協、関係企業との連絡体制を整備するとともに、関係海上保安官署、四国運輸局、関係警察署及び消 

防組織や医療機関との連携を図っている。なお、これらのマニュアルについては、処理事業を進める中で、 

必要に応じ、適宜見直しを行うことにしている。 

さらに、本格的な処理を開始するまでに、専門的知識を有する者による管理委員会を設置し、処理事業 

の実施状況の確認や、直島及び豊島における環境計測や周辺環境モニタリングの実施結果の判定などにつ 

いて指導、助言を受けながら、処理事業を行っている。 

 

（処理事業の実施にかかるマニュアル） 

○暫定的な環境保全措置の施設に関する維持管理マニュアル 

○廃棄物の掘削・運搬マニュアル 

○廃棄物等の掘削・移動に当たっての事前調査マニュアル 

○廃棄物等の均質化マニュアル 

○廃棄物等の掘削完了判定マニュアル 

○中間保管・梱包施設運転・維持管理マニュアル 

○廃棄物等の保管・積替マニュアル 

○特殊前処理物の取扱マニュアル 

○特殊前処理物の取扱作業マニュアル 

○廃棄物等の洗浄完了判定マニュアル 

○特殊前処理物処理施設運転・維持管理マニュアル 

○高度排水処理施設運転・維持管理マニュアル 

○陸上輸送マニュアル 

○海上輸送安全管理基準 

○中間処理施設運転・維持管理マニュアル 

○溶融飛灰出荷検査マニュアル 

○溶融スラグ出荷検査マニュアル 

○異常時・緊急時等対応マニュアル 

○見学者対応マニュアル 

○作業環境管理マニュアル 

○健康管理マニュアル 

○豊島廃棄物等処理事業管理マニュアル 

○廃棄物底面掘削マニュアル 
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(2) 支障の除去等の実施時における周辺環境影響への配慮   

  ①豊島における環境計測及び周辺環境モニタリング 

豊島における環境計測は、暫定的な環境保全措置の実施、高度排水処理施設等の建設・運転時、廃棄物 

等の掘削・運搬の開始後のそれぞれの段階において、発生源としての環境影響面を把握することを目的に、 

沈砂池の放流口及び高度排水処理施設の放流水、騒音、振動及び悪臭に関する項目について排出口や敷 

地境界などで実施している。 

  また、豊島における周辺環境モニタリングは、暫定的な環境保全措置の実施、高度排水処理施設等の建 

設・運転時、廃棄物等の掘削・運搬の開始後のそれぞれの段階において、周辺環境への影響を把握すること 

を目的に、水質汚濁、大気汚染、騒音、振動及び悪臭に関する項目について周辺地先海域や海岸感潮域 

などで実施している。 

  

 ②直島における環境計測及び周辺環境モニタリング 

直島における環境計測は、中間処理施設の建設・運転時のそれぞれの段階において、発生源としての 

環境影響面を把握することを目的に、大気汚染、水質汚濁、騒音、振動、悪臭に関する項目について敷 

地境界などで実施するものであり、これまで、バックグラウンドを確認する事前環境モニタリング、工 

事中の調査を実施している。 

   また、直島における周辺環境モニタリングは、中間処理施設の建設・運転時のそれぞれの段階におい 

て、周辺環境への影響を把握することを目的に、大気汚染、水質汚濁に関する項目について周辺地先海

域などで実施するものである。なお、事前環境モニタリングは既に実施済みである。 

 

  ③海上輸送に係る周辺環境モニタリング 

  海上輸送に係る周辺環境モニタリングは、豊島廃棄物等を豊島側の搬出入施設（桟橋）から直島側の 

搬出入施設（桟橋）まで海上輸送するに当たり、周辺環境への影響を把握することを目的に、水質汚濁 

に関する項目について搬出入施設の周辺地先海域などで実施している。 

 









































別紙４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

豊島廃棄物等処理事業 
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豊島・直島位置図 

廃棄物等の投棄現場 

中間処理施設建設場所 
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豊島廃棄物等を処理するための主要な施設の概要 

場所 施 設 名 施 設 概 要 備 考 

中間保管・梱包施設／ 

特殊前処理物処理施設 

①中間保管・梱包施設の機能 

掘削した豊島廃棄物等を一時保管して、 

コンテナトラックに積み込む施設 

②特殊前処理物処理施設の機能 

コンテナに投入できる大きさに裁断したり 

岩石等を洗浄する施設 

③特殊機器 

投入クレーン、ホッパ、コンベア、集塵機、

高圧洗浄機等 

④建物構造等 

  鉄骨造2階建、延床面積 3,111.72㎡ 

整備費 1,033,515千円 

整備期間 

平成14年3月 

～平成15年3月 

 

※見学者ルート、会議室兼

研修室(40人)有 

高度排水処理施設 ①施設の機能 

  浸出水・地下水等を65㎥／日で浄化 

  原水調整槽容量 2,600㎥ 

②処理方式 

アルカリ凝集沈殿処理→生物処理→凝集膜ろ

過処理→ダイオキシン類分解処理→活性炭吸

着処理→キレート吸着処理 

③建物構造等 

  鉄骨造2階建、延床面積 997.78㎡ 

整備費 1,417,500千円 

整備期間 

平成13年12月 

～平成15年4月 

 

※見学者ルート有 

コンテナトラック 

待機ヤード 

・アスファルト舗装 80ｍ×45ｍ 

・用地造成及び道路整備と一体実施 

整備費  197,792千円 

整備期間 

平成14年4月 

～平成15年4月 

豊 島 

廃棄物専用桟橋 ・連絡橋 75ｍ 

・車両乗降部 600㎡ 

・物揚場（ドルフィン） 66ｍ 

 

整備費  482,194千円 

整備期間 

平成14年6月 

～平成15年2月 

中間処理施設 ①処理対象物 

  豊島廃棄物等及び直島町一般廃棄物 

②炉形式・処理能力 

  回転式表面溶融炉  100ｔ／日 2基 

  ロータリーキルン炉 24ｔ／日 1基 

③建物構造等 

  鉄骨造（一部鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造）6階建 

  延床面積 16,664.18㎡ 

  建築面積  8,283.22㎡ 

整備費 14,490,000千円 

整備期間 

平成12年12月 

～平成15年9月 

 

 

※見学者ルート、会議室兼

研修室(40人)有 

廃棄物専用桟橋 

（浚渫工事含む） 

・車両乗降部 380㎡ 

・物揚場（ドルフィン） 66ｍ 

整備費  321,419千円 

整備期間 

平成14年5月 

～平成15年2月 

直 島 

副成物搬出施設 ①スラグ保管場所：約1,500㎡ 

         貯留量 約7,500t 

②搬出施設：既設積出設備の改造 

  スラグ飛散防止施設等 

整備費   170,000千円 
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    豊島豊島豊島豊島におけるにおけるにおけるにおける暫定的暫定的暫定的暫定的なななな環境保全措置環境保全措置環境保全措置環境保全措置        
 

豊島の処分地において、処理の実施期間中における周囲への汚染の拡大を防止するため、次のとおり、暫定的な環境

保全措置を実施しました。 

 

○廃棄物層から浸出する有害物質を含む地下水等が北海岸から海域へ流出するのを防止するため、海岸線に沿って、長

さ約360ｍにわたり、2～18ｍの深さで遮水壁を打設  

○有害物質の海域への漏出や汚染の拡大を防止するとともに、高度排水処理施設等の施設建設のため、西海岸部、南斜

面部及び飛び地にある廃棄物等を処分地中央部に移動  

○廃棄物等の飛散を防止し、雨水の流入を排除するとともに乾燥効果のある透気遮水シートを、廃棄物層全体に敷設 

■暫定的な環境保全措置の施工平面図 

 

 

■北海岸に設置した遮水壁等の断面図 
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高高高高    度度度度    排排排排    水水水水    処処処処    理理理理    施施施施    設設設設    のののの    概概概概    要要要要    
 

 

■豊島処分地における排水処理とは 

北海岸に設置した遮水壁により流出を防いだ地下水等は、汲み

上げ、浄化して海に放流する必要があります。 

処理対象となる地下水等の水質は、右表の「原水の水質」のよ

うに予想されていることから、この施設では、同表の「処理済水

の管理基準値」まで浄化した上で、北海岸から放流しています。 

 

■施設の特長 

○豊島処分地の浸出水等の水質への対応 

①処理原水に含まれる懸濁性（水中で粒子が浮遊して存在）及び

溶存性（水に溶けて存在）のダイオキシン類のそれぞれに対応

する方法により、ダイオキシン類を除去。 

②処理原水の一部が高濃度の揮発性有機化合物（ＶＯＣｓ）で汚

染されているため、原水調整槽を密閉型としたほか、排ガス吸

引設備、ＶＯＣｓ吸着設備を導入。 

③処理原水の塩濃度が高いことから、腐食を考慮したプラントの

材質を選択。 

 

○雨水の利用 

雨水を貯留し、中間保管・梱包施設での洗浄水に利用していま

す。 

 

■施設の概要 

処理能力     65㎥／日 

   建築構造     鉄骨造2階建 

   延床面積     997.78㎡ 

   原水調整槽容量  2,600㎥ 

 

■処理のフロー 

 

 

■計画水質（主な項目） 
項   目 計画原水水質 管理基準値 

鉛およびその化合物 ３ ０．１以下 

砒素およびその化合物 ０．７ ０．１以下 

トリクロロエチレン １ ０．３以下 

1.2－ジクロロエタン ０．２ ０．０４以下 

1.1－ジクロロエチレン ２ ０．２以下 

シス－1.2－ジクロロエチレン ５０ ０．４以下 

1.1.1－トリクロロエタン ２０ ３以下 

ベンゼン ２ ０．１以下 

ダイオキシン類 ８００ １０以下 

生物化学的酸素要求量(ＢＯＤ) ３００ 30(日間平均20)以下 

化学的酸素要求量(COD)  １０００ 30(日間平均20)以下 

浮遊物質量(SS) ４００ 50(日間平均20)以下 

窒素含有量 ４００ 120(日間平均60)以下 

※単位：mg/L(ダイオキシン類は pg-TEQ/L)  

 

 

■施設全景 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■施設見取図 
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廃棄物等廃棄物等廃棄物等廃棄物等のののの掘削掘削掘削掘削････運搬運搬運搬運搬のののの作業手順作業手順作業手順作業手順    
 

作業環境に配慮し、災害防止や環境保全に万全を期するとともに、汚染土壌を含め多様な処理対象物が不均一に混在

する豊島廃棄物等の焼却・溶融処理を効率的に行うため、次の手順により作業を行います。 

 

 

 

 

〈作業手順〉 

①掘削区域に、ドラム缶等の危険物が埋まって

いないか、深さ1.5ｍまで金属物探査を実施し、

異常箇所を確認します。  

          ↓ 

②土砂主体の箇所とシュレッダーダスト(Ｓ

Ｄ)主体の箇所のそれぞれを、重機を使って掘

削し、山を作ります。 

          ↓ 

③その作業にあわせて、金属、岩石等の特殊前

処理物の選別、除去を行ないます。 

 

 

 

④直島での中間処理を効率的に行うため、土砂

主体の山に溶融助剤（生石灰または炭酸カルシ

ウム）を混合し、重機を使って攪拌します。 

 

 

 

 

 

⑤溶融助剤を混合した土砂主体の山に、シュレ

ッダーダスト主体の山を、重機を使って混合し

ていきます。 

          ↓ 

⑥土砂とシュレッダーダストの混合後、化学反

応による水素の発生を考慮し、約２日間養生し

ます。 

 

 

 

⑦養生済みの廃棄物等を中間保管・梱包施設

へ、また特殊前処理物を特殊前処理物処理施設

へ搬入します。 
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 中間保管中間保管中間保管中間保管・・・・梱包施設梱包施設梱包施設梱包施設／／／／特殊前処理物処理施設特殊前処理物処理施設特殊前処理物処理施設特殊前処理物処理施設のののの概要概要概要概要    

■施設の機能 

○中間保管・梱包施設 

・直島へ輸送する5日分の廃棄物等をピットで一時保管します。 

・ピット内は粉塵や臭気が外に漏れないよう内部が負圧となっています。 

〈作業手順〉 

①ピット内で廃棄物等の均一化等を行います。 

②ピットからクレーン、積込装置等により廃棄物等をコンテナダンプトラックに積み込みます。 

③廃棄物等の計量、コンテナダンプトラックの外部洗浄等を行います。 

○特殊前処理物処理施設 

・大きな岩石、金属等は、洗浄し、完了判定試験の後豊島で有効利用します。なお、判定試験不合格のものは、中

間処理施設のロータリーキルン炉で焼却処理します。 

・掘削現場で選別、除去されたシート、ホース等の長大物は、処理可能な大きさに切断し、中間保管・梱包施設の

ピットに投入します。 

・ドラム缶等については内容物の分析を行います。 

 

■施設の概要 

建築構造  鉄骨造2階建 

延床面積  3,111.72㎡ 

 

■施設の全景 
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豊豊豊豊    島島島島    廃廃廃廃    棄棄棄棄    物物物物    等等等等    のののの    輸輸輸輸    送送送送    
 

■輸送業務の概要 

・1度の輸送で、コンテナダンプトラック18台により、廃棄物等150トンを輸送します。 

・豊島～直島間を1日2往復することにより、1日300トンを輸送します。 

・年間220日運航を見込んでいます。 

・輸送船は、豊島－直島間約8kmを約40分間で航行します。 

 

■安全面への配慮 

・ロールオン・ロールオフ方式の採用 

廃棄物等をコンテナダンプトラックに積み込み、そのまま専用輸送船で海上輸送を行います。 

※ロールオン・ロールオフ方式：カーフェリーのように直接トラック等で船に乗り入れる方法で貨物を

運ぶ方式 

・コンテナダンプトラックは、廃棄物等や汚水が外に漏れないようコンテナに関するＩＳＯの基本認証を受けた密

閉型のコンテナを搭載 

・輸送業務の安全管理体制を確立するため、国際的な安全管理基準である任意ＩＳＭコードによる適合認定等を取

得 

 

■輸送経路 

・輸送船は、最短距離でかつできるだけ安全な海域を航行するとともに、のり養殖の漁期（10～3月）については、

漁場を回避した経路を選択しています。 

豊島／中間保管・梱包施設 

  ↓↑ 

（陸上輸送） 

  ↓↑ 

豊島／専用桟橋 

  ↓↑ 

（海上輸送） 

  ↓↑ 

直島／専用桟橋 

  ↓↑ 

（陸上輸送） 

  ↓↑ 

直島／中間処理施設 

 

■専用輸送船の概要 

輸送船は、日本初の特別管理廃棄物専用船で、周辺

海域への影響を少なくするため、航走波が

ほとんど発生しない構造となっています。 

・全長    ６５ｍ 

・総トン数  ９９４トン 

・積載量   コンテナトラック１８台 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 9 

中中中中    間間間間    処処処処    理理理理    施施施施    設設設設    のののの    概概概概    要要要要    
 

■施設の概要 

炉形式及び処理能力  回転式表面溶融炉  １００ｔ／日 ２基 

           ロータリーキルン炉  ２４ｔ／日 １基 

建築構造       鉄骨造（一部鉄骨鉄筋コンクリート造）６階建 

延床面積       １６，６６４．１８㎡ 

建築面積        ８，２８３．２２㎡ 

 

■処理対象物 

豊島廃棄物等（シュレッダーダスト、汚泥、汚染土壌等）及び直島町の一般廃棄物 

 

■施設の特長 

○完全循環型施設 

溶融処理に伴って発生する副成物を再資源化し有効利用するほか、プラント排水等を再利用するなど、完全

循環型の施設となっています。 

○ダイオキシン類を高温分解する回転式表面溶融炉 

施設の中核となる溶融設備には、炉体の回転により処理対象物を安定的に供給し溶融する国内最大規模の回

転式表面溶融炉を採用しています。 

○鉄や岩石等を焼却するロータリーキルン炉 

溶融不要物及び豊島廃棄物等から前処理で回収した鉄分を、バーナにより直接加熱し、焼却します。 

○排ガスの処理 

徹底した排ガス処理を施し、大気汚染防止法の排出基準より厳しい排ガス管理基準値を設定するほか、重金

属に関する管理目標値を設定しています。 

硫黄酸化物 20ppm以下 

窒素酸化物 100ppm以下 

塩化水素 40ppm以下 

ばいじん 0.02mg／㎥N以下 

一酸化炭素 30ppm以下 

管

理

基

準

値 
ダイオキシン類 0.1ng-TEQ／㎥N以下 

カドミウム及びその化合物 0.2mg／㎥N以下 

鉛及びその化合物 5mg／㎥N以下 

水銀及びその化合物 20mg／㎥N以下 

砒素及びその化合物 0.25mg／㎥N以下 

ニッケル及びその化合物 2.5mg／㎥N以下 

管

理

目

標

値 
クロム及びその化合物 20mg／㎥N以下 

○環境への配慮 

プラント排水や雨水を処理してガス冷却水等に再利用するとともに、余熱を回収し蒸気に変えて有効利用す

るほか、太陽光発電設備を導入するなど、環境への負担を減らす様々な工夫を行っています。 

 

■施設全景                      ■回転式表面溶融炉（工事中の写真） 
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完了判定基準を超過

VOCsが

完了判定基準超過

重金属が
完了判定基準超過

汚染汚染汚染汚染のののの種類種類種類種類

重金属が完了判定基準超過かつ
VOCsが土壌溶出量基準超過

処理方法処理方法処理方法処理方法

掘
削
・
除
去

VOCsが
完了判定基準以下で土壌溶出量基準超過

高度排水処理施設を
利用した地下水揚水処理

汚染土壌汚染土壌汚染土壌汚染土壌のののの水洗浄処理水洗浄処理水洗浄処理水洗浄処理のののの概要概要概要概要    
  

「廃棄物等の掘削完了判定マニュアル」に基づき、廃棄物の掘削・除去後に地表となった土壌に対して、掘削完

了判定調査を行った結果、完了判定基準を超過した土壌を掘削・除去します。 

そのとき、重金属が完了判定基準を超過した汚染土壌は、掘削・除去し、そのまま島外において水洗浄処理を行

い、重金属が完了判定基準を超過し、かつ VOCs が土壌溶出量基準を超過した複合汚染土壌については、掘削・除

去後、土壌ガス吸引等によりVOCsを除去したうえ、島外で水洗浄処理を行います。 

ダイオキシン類またはPCBが完了判定基準を超過した汚染土壌及びVOCsが完了判定基準を超過した汚染土壌は、

掘削・除去し、中間処理施設において焼却・溶融処理を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

汚染土壌の汚染種類別の処理フロー 

 

① 汚染土壌の掘削・除去 

1） 掘削・除去の方法 

掘削は、監督員を配置し、汚染区画の土壌を、敷き鉄板の上からバックホウで、地表から0.5mの深さまで掘削

した後、フレキシブルコンテナ（フレコン）詰めします。掘削終了後、あらためて掘削完了判定調査を行い、汚

染が確認された場合には掘削・除去を繰り返します。 

2） 積替え施設までの運搬 

フレコン詰め土壌は、場内運搬車両に積み込み、積替え施設まで運搬します。 

3） 覆土の取扱い 

第3工区から移動して第4工区に仮保管している覆土については、第20回豊島廃棄物等管理委員会（平成21

年12月20日）で直下汚染土壌と同様の処理が承認されていることから、フレコン詰めし、積替え施設へ運搬し

ます。 

② 汚染土壌の積替え 

汚染土壌の積替え施設は、当該区域内の廃棄物及び汚染土壌等の掘削・除去が完了した後に整地し、浸透防止の

ための遮水シート、敷き鉄板を敷設して設置します。 

③ 積替え施設での管理 

フレコンは、輸送船へ搬出するまでの間、フレコン保管場所に積み上げ保管します。 

④ 輸送船までの搬出 

1） 場外運搬 

積替え施設からの運搬経路は、積替え施設から北海岸道路を通り、中間保管・梱包施設で計量を行った後、輸

送船まで運搬します。 

2） 輸送船への積込み 

場外運搬車両で、直接、輸送船に乗り込み、輸送船のクレーンでフレコンの荷下ろしを行います。 
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 ⑤ 海上輸送 

海上輸送は、豊島桟橋に安全に離着岸でき、荷役作業が行えるバージ船により行い、輸送量は一回あたり850ト

ン以上とします。 

 ⑥ 水洗浄処理 

汚染土壌は、水洗浄処理により浄化します。浄化済土壌は有効利用し、有害物質濃縮汚泥はセメント原料化や熱

処理により有害物質を揮発・回収する方法等によって無害化し、可能な限り有効利用します。水洗浄処理に係る計

画、処理状況等は、その情報を公開します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

汚染土壌の水洗浄処理フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

掘削完了判定 

フレコンへの充填 

非汚染土壌 汚染土壌 

掘削 遮水シート敷設 

場内運搬 

一時保管 

積込 

タイヤ等洗浄 

計量 

船積み 

海上輸送 

水洗浄処理水洗浄処理水洗浄処理水洗浄処理 



特定支障除去等事業に要する経費に係る年度計画       

15～ 22～ 
項目 総額 15 年度 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 

21 年度 24 年度 

変更後 17,477.3  277.2  1,294.3  1,673.0  2,009.6  2,080.0  2,490.0  2,297.6  12,121.7  5,355.6  
中間処理施設運転管理費 

(20 年度計画) (18,920.1) (128.8) (1,212.2) (1,579.4) (1,832.3) (1,952.0) (2,621.3) (2,514.1) (11,840.1) (7,080.0) 

変更後 1,445.0  19.6  196.8  189.6  132.8  135.1  147.7  168.2  989.8  455.2  
溶融飛灰処理費 

(20 年度計画) (2,328.8) (93.2) (248.4) (248.4) (248.4) (248.4) (248.4) (248.4) (1,583.6) (745.2) 

変更後 1,020.4  3.1  20.6  16.9  19.1  67.9  99.6  234.3  461.5  558.9  
溶融スラグ搬出費 

(20 年度計画) (214.7) (8.6) (22.9) (22.9) (22.9) (22.9) (22.9) (22.9) (146.0) (68.7) 

変更後 3,206.3  121.1  387.5  387.5  389.3  389.3  305.8  305.8  2,286.3  920.0  
豊島廃棄物等の陸上及び海上輸送費 

(20 年度計画) (3,217.9) (145.3) (387.5) (387.5) (387.5) (387.5) (304.0) (304.0) (2,303.3) (914.6) 

変更後 503.3  11.8  47.0  47.7  51.0  55.6  68.9  59.7  341.7  161.6  
高度排水処理施設運転管理費 

(20 年度計画) (639.4) (25.6) (68.2) (68.2) (68.2) (68.2) (68.2) (68.2) (434.8) (204.6) 

変更後 773.1  10.7  86.6  83.2  47.4  44.9  65.2  71.2  409.2  363.9  
豊島処分地維持管理費 

(20 年度計画) (282.2) (11.3) (30.1) (30.1) (30.1) (30.1) (30.1) (30.1) (191.9) (90.3) 

変更後 1,772.2  55.8  174.3  174.3  174.3  174.3  174.3  198.1  1,125.4  646.8  
豊島廃棄物等の掘削・運搬費 

(20 年度計画) (1,974.4) (79.0) (210.6) (210.6) (210.6) (210.6) (210.6) (210.6) (1,342.6) (631.8) 

変更後 315.3  15.5  27.5  27.7  28.0  23.7  23.0  21.1  166.5  148.8  
環境計測及び周辺環境調査費 

(20 年度計画) (498.7) (19.9) (53.2) (53.2) (53.2) (53.2) (53.2) (53.2) (339.1) (159.6) 

変更後 1,571.2          1,571.2  
水洗浄処理 

(20 年度計画) -          

変更後 107.8  1.6  11.1  13.0  14.3  14.7  12.2  12.2  79.1  28.7  
直島環境センター運営費等 

(20 年度計画) (115.7) (4.7) (12.6) (12.6) (12.6) (12.6) (12.2) (12.1) (79.4) (36.3) 

変更後 28,191.9  516.4  2,245.7  2,612.9  2,865.8  2,985.5  3,386.7  3,368.2  17,981.2  10,210.7  
事業費合計 

(20 年度計画) (28,191.9) (516.4) (2,245.7) (2,612.9) (2,865.8) (2,985.5) (3,570.9) (3,463.6) (18,260.8) (9,931.1) 

処分者等からの徴収見込額   0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  0.0  

変更後 13,378.1  247.0  1,064.5  1,237.1  1,356.6  1,414.4  1,604.0  1,595.1  8,518.7  4,859.4  
センター基金からの出えん額 

(20 年度計画) (13,378.1) (247.0) (1,064.5) (1,237.1) (1,356.6) (1,414.4) (1,693.1) (1,678.8) (8,691.5) (4,686.6) 

変更後 14,813.8  269.4  1,181.2  1,375.8  1,509.2  1,571.1  1,782.7  1,773.1  9,462.5  5,351.3  
香川県負担額 

(20 年度計画) (14,813.8) (269.4) (1,181.2) (1,375.8) (1,509.2) (1,571.1) (1,877.8) (1,784.8) (9,569.3) (5,244.5) 

注）変更後のセンター基金からの出えん額＝（補助対象事業費（28,191.90 百万円）－メタル収入見込額（223.5 百万円））×補助率  

 

別紙５－１ 

（単位：百万円） 
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項 目 金 額 算 出 内 訳 等 

１１１１    中間処理施設運転管理費中間処理施設運転管理費中間処理施設運転管理費中間処理施設運転管理費    

・電気代 

 

・燃料代    

・薬品代 

 

・その他 

・一般廃棄物処理費用相当額 

 控除 

1,911,0951,911,0951,911,0951,911,095    

（208,210） 

 

（640,984）    

（202,801） 

    

（884,294）    

 

(△25,194) 

 

○三菱マテリアルとの共同受電 

・電力使用量 1,657kwh/月 

○低硫黄Ａ重油1,000ｋℓ/月）、重油タンク管理料 

○苛性ソーダ（7,000kg/日）、炭酸カルシウム（6,500kg/日）、 

消石灰（3,000kg/日）、活性炭（200kg/日） 等 

 

○直島町一般廃棄物(1,500t/年)の処理に係る相当額 

 

＊平成15年度は277,245（4.5月分） 

２２２２    溶融飛灰処理費溶融飛灰処理費溶融飛灰処理費溶融飛灰処理費    111158,37158,37158,37158,371    

(162,891) 

(△4,520)    

 

○67,000t（廃棄物処理量）×0.04（発生率） 

○直島町一般廃棄物(1,500t/年)の処理に係る相当額  

 ＊平成15年度は19,588（4.5月分） 

３３３３    溶融溶融溶融溶融スラグスラグスラグスラグ搬出費搬出費搬出費搬出費    

 

111113,04213,04213,04213,042    

(115,706) 

(△2,664)    

    

 

○直島内の輸送費  輸送量  21,000m3 

○直島町一般廃棄物(1,500t/年)の処理に係る相当額 

 

＊平成15年度は3,115（4.5月分） 

４４４４    豊島廃棄物等豊島廃棄物等豊島廃棄物等豊島廃棄物等のののの陸上陸上陸上陸上    

及及及及びびびび海上輸送費海上輸送費海上輸送費海上輸送費    

    

333342,81342,81342,81342,813    

（（（（平成平成平成平成16161616～～～～24242424

年度平均年度平均年度平均年度平均））））    

○日本通運㈱が輸送業務を実施 

＊ 平成15年度  121,078（4.5月分）、 

＊ 平成16～17年度  387,450 

＊ 平成18～19年度  389,310 

＊ 平成20～23年度  305,835 

＊ 平成24年度    308,460 

５５５５    高度排水処理施設運転管理費高度排水処理施設運転管理費高度排水処理施設運転管理費高度排水処理施設運転管理費    

・保守点検、清掃費 

 ・運転委託・薬品費 

54,60254,60254,60254,602    

(23,161) 

(31,441) 

 

 

 

 

○定期点検費、水槽清掃、建屋・外溝清掃 

○炭酸ソーダ（40.3kg/日）、凝集剤（59.9kg/日）、 

苛性ソーダ（156kg/日）、硫酸（51.6kg/日）等 

○運転人員 2人 

 

 ＊平成15年度は11,817（4.5月分） 

豊島廃棄物等豊島廃棄物等豊島廃棄物等豊島廃棄物等のののの処理処理処理処理にににに係係係係るるるる年間年間年間年間平均平均平均平均経費内訳経費内訳経費内訳経費内訳    別紙５－２ 

 (単位：千円) 
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項 目 金 額 算 出 内 訳 等 

６６６６    豊島処分地維持管理費豊島処分地維持管理費豊島処分地維持管理費豊島処分地維持管理費 

・中間保管・梱包施設 

 水道代等 

・環境保全措置施設維持 

 管理費 

88884,7224,7224,7224,722    

(37,723) 

 

(46,999) 

    

 

○水は4ｔ/日使用 

○電気設備、防災設備、空調機械保守点検等 

○透気・遮水シート及び仮設ホース等の維持管理 

 

 ＊平成15年度は10,723（4.5月分） 

７７７７    豊島廃棄物等豊島廃棄物等豊島廃棄物等豊島廃棄物等のののの掘削掘削掘削掘削・・・・保管費保管費保管費保管費    

・掘削、保管費 

111190,70790,70790,70790,707    

（190,707) 

 

○作業員14人、ﾊﾞｯｸﾎｳ 4台・ｼｮﾍﾞﾙ 2台・ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ 3台 

 

＊平成15年度は55,756（4.5月分） 

８８８８    環境計測費環境計測費環境計測費環境計測費 29,13829,13829,13829,138    ○環境計測 

・大気(豊島１地点） 

・騒音,振動,悪臭(豊島１地点)  

・水質（地下水3地点、高度排水1地点等） 

・ドラム缶内容物調査(50検体/年） 

・情報表示システム(125千円×12月) 

＊平成15年度は14,901（4.5月分） 

９９９９    周辺環境調査費周辺環境調査費周辺環境調査費周辺環境調査費    4444,181,181,181,181    ○豊島周辺環境モニタリング 

・水質（地先海域3地点、感潮域3地点） 

・底質（地先2地点、感潮域3地点） 

 ・ウニ卵発生、藻場調査 

＊平成15年度は570（4.5月分） 

10101010    水洗浄処理水洗浄処理水洗浄処理水洗浄処理    174,580174,580174,580174,580    ○島外輸送・洗浄処理 62,900ｔ 

平成23,24年度のみ 

11111111    直島環境直島環境直島環境直島環境センターセンターセンターセンター運営費等運営費等運営費等運営費等    11111,7991,7991,7991,799    

    

○庁舎管理費等 

平成15年度      1,568 

合   計 3,075,0503,075,0503,075,0503,075,050     



別紙６ 

 

重油価格の高騰及び重油使用量の増加に伴い事業費等を見直す。 

 

（１）平成19 年度までの重油購入に係る計画額1,433,250 千円に対し、実績は 2,349,800 千円と 916,550 千円超過

していることから、センターからの出えん金が 438,385 千円不足することになるが、徹底した経費節減に努めるとと

もに結果的に処理量が計画を下回ったことにより、当初計画に対し、最小限の前倒しを行うことで対応してきたとこ

ろである。 

（２）ここでは一応、平成 20 年度について、まず、重油単価は平成 20 年 4 月～12 月の購入額は実績値(平均単価

83.7 円／ℓ)を用い、平成21 年1 月～3 月については、平成20 年12 月の 56.3 円／ℓの購入額で必要見込み額を

算定した。 

（３）平成21 年度以降ついては、56.3 円／ℓを暫定的に用いて必要見込み額を算定した。 

（４）次に購入量は廃棄物等を１ｔ処理するために要する重油使用量194ℓ（平成19年度までの実績から算出）に、平

成 20 年度以降に処理する廃棄物等 434,761ｔに乗じて得た重油使用量 84,343kℓ必要となり、当初計画に比べ

31,844ｋℓ多く必要となり、さらに、溶融炉の経年劣化に伴う溶融効率の低下により増加すると見込まれる重油使用

量5,000ｋℓを加えると 36,844ｋℓとなる。 

（５）上記から求めた平成 20 年度以降の重油購入価格は 5,440,597 千円で、計画額より 3,786,847 千円超過するこ

ととなり、センターからの出えん金が 1,811,249 千円不足する。 

（６）上記、重油価格高騰と使用量の増加に伴って超過することとなる事業費は、補助対象事業費から控除されるメ

タル収入分223,469 千円を加えた 28,191,812 千円となり、不足するセンターからの出えん金は 2,249,634 千円とな

る。 

（７）ただし、この超過する事業費とそれに伴い不足する出えん金のうち平成 21 年 1 月以降の分については、今後

の重油単価の動向により変動するため、適宜見直すものである。 

（８）なお、香川県においては、処理の加速とコスト削減を図るため、今後の重油使用見込み量をベースに(重油単

価は随時見直す)算定される事業費の総額の範囲内で、平成 20 年 12 月 18 日付で報告した次に掲げる内容を実

施する。 

①コンクリート２次製品用骨材等として有効利用できないシルト状スラグや粗大スラグはセメント原料等として外部

処理委託を実施する。 

②仮置き土の一部をロータリーキルン炉で高温熱処理し、熱処理後の土砂はセメント原料として外部処理委託を実

施する。 

③溶融処理の燃料であるＡ重油にクレオソート油を添加する。 
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汚染土壌の水洗浄処理について 
 

１ 水洗浄処理を行う理由 

（１）平成２１年度末時点での処理は計画に比べ１割程度遅れているため、処理をスピード

アップする必要がある。溶融処理と平行して行うことにより処理をスピードアップする

ことができることから、水洗浄処理は、産廃特措法に基づく国の支援が受けられる平成

２４年度末までの処理に必要不可欠な処理方法である。 

また、豊島廃棄物等の処理を１日でも早く終えることは、豊島住民はもとより、県民

が等しく望むところであり、公害調停の精神にも沿うものと考える。さらに、廃棄物の

処理を早期に終えることにより、処分地周辺環境への影響や不測の事態が発生する可能

性も小さくなる。 

（２）水洗浄処理は、調停成立後の科学技術の進展により技術的に確立された処理方法であ

り、平成１５年の土壌汚染対策法の施行以降、全国で数多くの処理実績がある。豊島の

汚染土壌を用いた試験でも、汚染物質の分離・濃縮を確認し、浄化土の分級が技術的に

可能との判断を管理委員会からもいただいている。 

また、重油を使用しないためＣＯ2 の排出を大幅に削減できるなど、環境にやさしい

処理方法である。 

（３）水洗浄処理は、溶融処理に比べて処理コストが大幅に安い。 

 

２ 処理方針 

処分地内の汚染土壌の水洗浄処理については、第２０回豊島廃棄物等管理委員会(平成 

２１年１２月２０日開催）において、オンサイト処理(島内処理）・オフサイト処理(島外処

理）のいずれの方法においても汚染物質の分離・除去は可能であることが確認され、技術

的に承認された。 

また、オンサイト処理(島内処理）・オフサイト処理(島外処理）の選択にあたっての留意

事項について検討を行った結果、豊島の汚染土壌の水洗浄処理については、オンサイト処

理(島内処理）よりもオフサイト処理(島外処理）が優れていると考え、第２２回豊島廃棄

物処理協議会（本年１月３１日開催）において豊島住民の方に対して、オフサイト処理(島

外処理)による水洗浄処理の実施を正式に提案するとともに、第２１回豊島廃棄物等管理委

員会（本年３月２７日開催）において、オフサイト処理(島外処理)を選択した理由を説明

し了承を得た。 

 

３ 水洗浄処理の基本的考え方 

（１）処理対象物 

  「豊島廃棄物等処理事業の掘削完了判定マニュアル」に基づき、廃棄物等の掘削後に地

表となった土壌に対して、完了判定調査を行い、完了判定基準を超過した土壌のうち、

重金属等による汚染土壌を水洗浄処理する。 

 

別紙７ 
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また、直下土壌以外に廃棄物を含まない覆土等で、上記の水洗浄の処理対象物と同程

度の汚染土壌も対象にする。 

（２）スケジュール 

   汚染土壌の水洗浄処理期間は、平成２３年度及び２４年度とする。 

（３）水洗浄処理の基本方針 

①処理土壌は可能な限り、有効利用する。 

②有害物質濃縮汚泥は、セメント原料化や熱処理により有害物質を揮発・回収する方法

等によって無害化し、可能な限り有効利用する。 

③汚染土壌の処理後の品質確認検査は、原則として 100 ㎥に１検体とする。 

④水洗浄処理は汚染土壌を適正に処理できる業者に委託する。 

⑤洗浄水は、原則として排水処理した後に循環利用し、やむをえず排水する場合は処理

の実施場所における諸基準を満たすものとする。 

⑥水洗浄処理に係る計画、処理状況等は情報公開する。 

（４）水洗浄処理技術の性能要件 

①一般的事項 

   ○処理土壌の品質基準は、「廃棄物等の掘削完了判定マニュアル」に定める完了判定基

準とする。 

○水洗浄施設関連プラントとして、汚染土壌保管施設、水洗浄施設（解泥施設、粒径・

密度分級施設等）、排水処理施設、汚泥脱水施設、処理土壌保管施設等を有している

こと。 

○土壌の最小分級の粒径は 75μm以下の性能を有すること。 

○土壌粒径 75～2000μm の土壌についても、土壌の汚染状況により細区分が可能な分

級設備であること。 

○汚染土壌の推計重量に見合う処理能力を有すること。 

○濃縮汚泥の発生を抑制すること。 

  ②オフサイト処理技術に関する事項 

   ○土壌汚染対策法の認定（改正法の許可）を受けていること。 

   ○受入先施設を所管している自治体の了解が得られること。 

 

４ オフサイト処理を選択した理由 

（１）汚染土壌の量が確定していないため、「オンサイト処理（島内処理）」の場合、最大量

を想定した過大設備となる可能性が高いこと 

（２）「オンサイト処理（島内処理）」の場合、処理後に発生する汚泥を中間処理施設で処理

しなければならないが、中間処理施設にその余裕がないこと 

（３）「オンサイト処理（島内処理）」の場合、処分地内にプラントを設置するため、廃棄物

の掘削作業と輻輳するとともに、処分地の開放面積が大きくなり、さらなる雨水排水

対策が必要となること 

（４）「オンサイト処理（島内処理）」の場合、プラント設置費用に加え、濃縮汚泥を中間処

理施設で処理する費用も必要となるため、「オフサイト処理（島外処理）」に比べ費用

が割高になること 
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５ 汚染土壌運搬の基本的考え方 

（１）スケジュール 

   汚染土壌の積出・輸送期間は、平成２３年度及び２４年度とする。 

（２）汚染土壌運搬の基本方針 

  ①土壌汚染対策法のガイドラインに準じて行う。 

②島外搬出及び輸送は土壌の飛散や浸出水の流出等のおそれのないものとする。 

③島外搬出は海上輸送とする。 

④輸送船は豊島処分地専用桟橋を使用する。 

⑤汚染土壌の島外搬出作業は、廃棄物等の島外搬出作業に支障のない日時とする。 

⑥豊島処分地における汚染土壌の積替え施設は処分地内に設置する。 

⑦オフサイト処理事業所等での輸送船からの汚染土壌の搬入にあたっては、当該所管自

治体の条例及びオフサイト処理事業所の管理規定等に従って実施する。 

  ⑧島外搬出にあたっては、関係者へ事前連絡を行う。 

⑨搬出・輸送計画及び実績については情報の公開を行う。 

（３）島外搬出・海上輸送の技術要件 

①汚染土壌の積替え施設 

○積替え土壌はフレコンに充填し運搬車両で積替え施設まで運搬した後、島外搬出時

まで一時保管する。 

○積替え能力は島外搬出量の２回分を確保する。 

○飛散防止のために周囲に囲いを設置する。 

○積替え施設内の雨水排水等は、処分地内トレンチへ導水する。 

②汚染土壌の運搬車両 

   ○フレコンの運搬車両への積込は積替え施設において行う。 

○フレコン積込後に、積替え施設内で車輪等の洗浄を行い、中間保管・梱包施設計量

機を利用し、計量する。 

   ○運搬経路は定められた道路の使用を原則とする。 

   ○運搬車両の走行速度は場内の制限速度を遵守する。 

   ○運搬土量は適正な土量を遵守し、過積載を禁止する。 

○運搬車両が直接輸送船に乗り込み、船のクレーンを使用して積込む。 

  ③輸送船 

○汚染土壌の推計重量を積出・輸送期間内に搬出可能な積載量を有する。 

   ○豊島桟橋の使用や受入施設までの航路を安全に航行できる大きさ及び構造とする。 

   ○運搬車両が輸送船に乗降できる構造を有している。 

○フレコンの積み込み、荷卸しが可能なクレーンを装備している。 

○ビルジ汚水や輸送船のデッキ洗浄水等はビルジタンクに貯留し、海域へ放流しない。

汚水は接岸時に回収後、排水処理施設で適正に処理する。 

   ○輸送船の運航業務を適正かつ円滑に処理するための業務体制及び業務基準を明確に

する。 

○輸送船輸送経路は、最短距離でかつできるだけ安全な海域を航行するとともに、周 
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辺海域の漁期及び漁場を考慮して選定する。 

  ④受入先施設 

   ○輸送船の荷卸岸壁は、専用岸壁若しくは関係者以外の立入制限等により専用岸壁と

同等の管理を行う。 

   ○汚染土壌の積替えは、必要最低限とし、積替えを行う場合は、土壌汚染対策法の汚

染土壌の積替えに係る基準等を遵守する。 

 

６ 契約にあたっての基本的考え方 

水洗浄処理では、より競争性が働くように汚染土壌の掘削・積替え・搬出業務、汚染土

壌の海上輸送業務、汚染土壌の水洗浄処理業務の三つの業務に分割して一般競争入札を行

い、コスト縮減に努める。 
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掘削完了判定調査掘削完了判定調査掘削完了判定調査掘削完了判定調査についてについてについてについて    

    

廃棄物等の掘削完了判定における調査方法等完了判定及び基準の技術的要件を定めた

「廃棄物等の掘削完了判定マニュアル」に基づき、掘削完了判定調査を実施する。 

完了判定基準は表 II-2-1、完了判定調査のフローは図 II-2-1 のとおりである。 

 

 

表 II-2-1 完了判定基準 

項目 溶出量試験 含有量試験 備考 

四塩化炭素 0.02 mg/l 以下 

1,2-ジクロロエタン 0.04 mg/l 以下 

1,1-ジクロロエチレン 0.2 mg/l 以下 

シス-1,2-ジクロロエチレン 0.4 mg/l 以下 

1,3-ジクロロプロペン 0.02 mg/l 以下 

ジクロロメタン 0.2 mg/l 以下 

テトラクロロエチレン 0.1 mg/l 以下 

1,1,1-トリクロロエタン 3 mg/l 以下 

1,1,2-トリクロロエタン 0.06 mg/l 以下 

トリクロロエチレン 0.3 mg/l 以下 

V 

O 

C 

s 

ベンゼン 0.1 mg/l 以下 

 

土壌汚染対策法に基づく
第二溶出量基準 

鉛及びその化合物 0.01 mg/l 以下 150 mg/kg 以下 重
金
属 砒素及びその化合物 0.01 mg/l 以下 150 mg/kg 以下 

土壌汚染対策法に基づく
土壌溶出量基準及び土壌
含有量基準 

PCB 検出されないこと  
土壌汚染対策法に基づく
土壌溶出量基準 

ダイオキシン類  
1,000 pg-TEQ/g 以

下 

ダイオキシン類対策特別
措置法に基づく環境基準 
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図 II-2-1 完了判定調査のフロー 

 

VOCs： 土壌ガス調査 

ダイオキシン類： 含有量試験 

PCB： 溶出量試験 

重金属： 溶出量試験、含有量試験 

土壌ガス調査結果 

（定量下限値の 10 倍） 

（※1） 

検出 VOCs の溶出量試験 

（-25cm） 

VOCs の溶出量試

験結果 

土壌溶出量基準以下 

検出なし 

土壌溶出量基準超過 

完了判定基準以下 

VOCs の溶出量試験 

（-75cm） 

超過なし 

VOCs の完了判定

基準 

完了判定 

基準超過 
VOCs のサンプリン
グ深度より 25cm 下
までの土壌を掘削・
除去 

（※2） 

VOCs の 溶 出 量 試 験 
（-25cm） 
ダイオキシン類、PCB、
重金属のうち、完了判
定基準超過項目の試験 

VOCs の完了判定

基準 

超過なし 

超過 

超過 

ダイオキシン類、PCB、

重金属の完了判定基

準  （※3） 

超過 GL-0.5m までの土

壌を掘削・除去 

ダイオキシン類、PCB、
重金属のうち、完了判
定基準超過項目の試験 

超過なし 

掘削完了 

完了判定基準以下の VOCs については、

地下水処理と併せて、高度排水処理施設

を利用した地下水用水処理を実施 

※1 土壌ガス調査の結果、VOCs が定量下限値の 10 倍を超過した場合は、溶出量試験を実施する。地下水位が高く土壌ガス採取ができない場合は、地下

水を採取し、水質試験の結果、VOCs が完了判定基準を超過した場合は、地下水処理と併せて、高度排水処理施設を利用した地下水用水処理を実施

する。 

※2 掘削後の土壌については焼却・溶融処理を実施する。掘削深度が地下水面に達した時点で掘削を完了し、地下水処理と併せて、高度排水処理施設を

利用した地下水用水処理を実施する。 

※3 ダイオキシン類及び PCB が完了判定基準を超過した場合は、掘削後、焼却・溶融処理を実施する。ダイオキシン類及び PCB が完了判定基準以下であ

り、重金属が完了判定基準を超過した場合は、掘削後、水洗浄処理を実施する。 

※4 重金属が完了判定基準を超過した区画においては、複合汚染の確認のため地表から 25 cm 下の土壌について溶出量試験を実施し、土壌溶出量基準

を超過したものは、土壌ガス吸引により VOCs を除去した後、水洗浄処理を行う。 
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汚染土壌汚染土壌汚染土壌汚染土壌掘削掘削掘削掘削・・・・積替積替積替積替ええええ・・・・搬出搬出搬出搬出のののの実施方針実施方針実施方針実施方針    

    

１ 対象物 

「廃棄物等の掘削完了判定マニュアル」に基づき、廃棄物の掘削・除去後に地表となった

土壌に対して、掘削完了判定調査を行った結果、完了判定基準を超過した土壌のうち、重

金属による廃棄物層直下汚染土壌及び廃棄物を含まない覆土（以下「汚染土壌」という。）

並びに VOCs が第二溶出量基準を超過した土壌及びダイオキシン類が環境基準を超過した

土壌等（以下これらを「焼却溶融処理対象土壌」という。）を対象とする。 

 

２ 汚染土壌の掘削・除去 

（１）掘削・除去の方法 

掘削完了判定調査を終了した一定の区域ごとに、掘削・除去する区画及び順序、積替

え施設までの運搬路などを定めた「汚染土壌掘削・除去計画」を策定し、これに沿って

掘削・除去を実施する。 

掘削区域周辺の廃棄物層からの浸出水が掘削区域に流入する可能性もあることから、

その周辺廃棄物層と掘削区域との境界部に排水路を設置する。 

掘削・除去にあたっては、汚染区画周辺の土壌が汚染されないよう、掘削箇所の三方

向に敷き鉄板を敷設する。 

掘削は、県の監督員を配置し、汚染区画の土壌を、敷き鉄板の上からバックホウで、

地表から 0.5m の深さまで掘削した後、フレキシブルコンテナ（フレコン）詰めする。 

掘削は、他の土壌が汚染されないようバックホウをできる限り汚染区画に侵入させな

いように、汚染区画の外側から行う。 

フレコンへの充填は、隣接地に敷設した敷き鉄板の上で行う。 

掘削終了後、あらためて掘削完了判定調査を行い、汚染が確認された場合には掘削・

除去を繰り返す。 

バックホウの移動にあたっては、汚染区画を通行しないこととし、やむを得ず通行す

る場合は、敷き鉄板等を使用して汚染を防止する。 

（２）積替え施設までの運搬 

フレコン詰め土壌は、バックホウにより場内運搬車両に積み込み、積替え施設まで運

搬する。 

場内運搬にあたっては、汚染区画を通行しないこととし、やむを得ず通行する場合は、

敷き鉄板を使用して汚染を防止する。 

場内運搬車両は、制限速度を遵守し、過積載を禁止する。 

積替え施設では、フレコン保管場所にフレコンの荷下ろしを行う。 

（３）複合汚染土壌の取扱い 

重金属が完了判定基準を超過した区画について、VOCs 汚染状況の確認検査として、地

表から 25 cm 下の土壌の溶出量試験を行なう。確認検査の結果、VOCs が環境基準を超過

した複合汚染土壌については、地表から 0.5 m の深さまで掘削した後、汚染区画の隣接

地の敷き鉄板にシートを敷設した上で土壌をシートで覆い、土壌ガス吸引等により VOCs

を除去する。VOCs が環境基準以下になったことを確認した後、フレコン詰めし、積替え
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施設へ運搬する。なお、土壌ガス吸引等による VOCs 除去時に複合汚染土壌からの浸出水

がシート上から漏水しないよう対策を実施する。 

（４）覆土の取扱い 

第 3工区から移動して第 4工区に仮保管している覆土については、第 20 回豊島廃棄物

等管理委員会（平成 21年 12 月 20 日）で直下汚染土壌と同様の処理が承認されているこ

とから、フレコン詰めし、積替え施設へ運搬する。 

第 4 工区で今後掘削する覆土についても、汚染状態を確認し、重金属により汚染され

た土譲はフレコン詰めにして、積替え施設に運搬する。ダイオキシン類が環境基準を超

過した覆土は、土壌比率の小さい廃棄物と混合しながら溶融処理する。 

 

３ 汚染土壌の積替え 

汚染土壌の積替え施設は、図 II-2-2 で示す場所に当該区域内の廃棄物及び汚染土壌等の

掘削・除去が完了した後に整地し、図 II-2-3 のように浸透防止のための遮水シート、敷き

鉄板を敷設して設置する。 

積替え施設内には、場内運搬されたフレコンを一時保管するフレコン保管場所、及び汚

染土壌を搬入・搬出するための道路等を設ける。また、積替え施設内の雨水及び洗浄水等

を排水するため、排水路、排水ポンプ等の排水設備を設置するとともに、積替え施設の周

囲を鋼板等による仮囲いで囲む。 

搬入車両のための出入口を南側に、搬出車両のための出入口を北側に設置し、北側出入

口ゲート手前には、積替え施設内の土壌を施設外へ持ち出さないようにタイヤ洗浄機（高

圧洗浄機等）を設置する。 

なお、汚染土壌搬出業務の終了後、積替え施設撤去後の土壌に対して汚染の有無につい

て、あらためて確認調査を実施する。 
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輸送船 

積替え施設 

中間保管・梱包施設 

島内運搬経路 
積替え施設への運搬イメージ 
完了判定調査予定区域 

図 II-2-2 積替え施設位置及び島内運搬経路図 
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図 II-2-3 積替え施設平面図及び構造図 

 

 

 

４ 積替え施設での管理 

フレコンは、輸送船へ搬出するまでの間、バックホウ等によりフレコン保管場所に積み

上げ保管する。（保管場所 1,050 m2、保管可能量 2 段重ねで約 1,900 袋） 

 

５ 輸送船までの搬出 

（１）場外運搬車両への積み込み 

積替え施設から輸送船までの運搬には、場外運搬車両を使用し、汚染土壌を充填した

フレコンは、バックホウ等で積み込む。 

（２）場外運搬 

積替え施設からの運搬経路は、図 II-2-2 のように積替え施設北側の出入口から出て北

海岸、第 3 工区飛び地内に新設する道路を通り、中間保管・梱包施設で計量を行なった

後、輸送船まで運搬する。 

場外運搬車両が積替え施設から出るときは、タイヤ洗浄機で車輪等の洗浄を行う。 

場外運搬車両は、制限速度を遵守し、過積載を禁止する。 

場内道路 W=5.0m

排水路

搬出用道路 W=5.0m

高圧洗浄機

ゲート

P

仮囲い

30.0m

40.0m

ゲート

35.0m

排水ポンプ
フレコン保管場所

直下土壌

遮水シート

敷き鉄板
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（３）輸送船への積込み 

場外運搬車両で、直接、輸送船に乗り込み、輸送船のクレーンでフレコンの荷下ろし

を行う。 

 

６ 管理票の交付 

完了判定調査結果、計量記録をもとに汚染土壌の量、性状等を記載した搬出汚染土壌管

理票を作成し、海上輸送受託者に交付する。 

 

７ 焼却溶融処理対象土壌の掘削・除去・運搬 

焼却溶融処理対象土壌は、汚染土壌と同様に掘削・除去した後、フレコンに充填し、搬

出用道路・北海岸を経由し、中間保管・梱包施設ピットに投入する。 

 

 

図 II-2-4 汚染土壌掘削･積替え･搬出の実施フロー 

 

 

 

 

 

掘削完了判定 

フレコンへの充填 

非汚染土壌 汚染土壌 

掘削 遮水シート敷設 

場内運搬 

一時保管 

積込 

タイヤ等洗浄 

計量 

船積み（荷下ろし） 
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図 II-2-5 汚染土壌掘削・積替え・搬出のイメージ 

運搬車両

中間保管・梱包施設

計量

豊島桟橋

積替え施設

輸送船

10.0ｍ

5.0ｍ

運搬路上に汚染土壌がある場合

汚染土壌

積替え施設へ

20.0ｍ

汚染が無かった土壌

掘削･除去

 

 

監督員
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汚染土壌汚染土壌汚染土壌汚染土壌海上輸送海上輸送海上輸送海上輸送のののの実施方針実施方針実施方針実施方針    

 

１ 対象物 

汚染土壌を対象とする。 

 

２ 業務の範囲 

海上輸送業務の範囲は、豊島桟橋で汚染土壌を積み込み、水洗浄処理業務受託者の指定

する荷下ろし岸壁で荷下ろしを行うまでとする。 

 

３ 汚染土壌の荷姿について 

汚染土壌の荷姿は、輸送時の飛散防止、雨水・海水浸入対策に優れ、発生量や掘削時期

に柔軟に対応できるフレコン詰めによる輸送とする。 

 

４ 輸送船について 

（１）海上輸送は、豊島桟橋（水深 3.5 m）を使用し、豊島桟橋に安全に離着岸でき、荷役作

業が行える喫水の浅いバージ船により行う。 

（２）フレコンを積載した運搬車両が直接乗降できる構造（ランプゲート）を有している船舶

とする。 

（３）輸送量は一回あたり 850 トン以上とする。 

（４）豊島桟橋の使用や受入施設までの航路を安全に航行できる大きさ及び構造の船舶とする。 

（５）荷役を行うためのクレーンを有している船舶とする。 

（６）日本内航海運組合総連合会が実施する内航海運暫定措置事業の建造等認定制度の認定を

受けている船舶とする。 

 

５ 海上輸送先について 

海上輸送時の安全確保の観点から海上輸送先を瀬戸内海沿岸とし、その後、水洗浄処理

施設まで輸送する。 

 

６ 運航計画の策定 

海上輸送受託者は、県と協議の上、汚染土壌の発生量や掘削時期に応じ、あらかじめ運

航計画を定め、提出する。 

提出された運航計画は、事前に関係者に周知する。 

 

７ 運航体制について 

輸送船の運航体制は、船長 1 名、機関長 1 名、航海士 1 名、甲板員 1 名の 4 名以上とす

る。 

 

８ 海上輸送の航路等について 

（１）海上輸送の航路は、原則として豊島の北側の航路及び播磨灘北航路を使用する。 

（２）汚染土壌の海上輸送を安全に行うため、汚染土壌海上輸送安全管理基準として豊島桟橋

への入出港及び荷役中止基準となる風速、波高等のほか、輸送船の接岸速度を定め、海
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上輸送業務受託者に遵守させる。 

 

９ 作業内容 

（１）豊島桟橋では、輸送船に乗り込んできた運搬車両から輸送船のクレーンによりフレコン

の荷下ろしを行い、デッキ側壁（コーミング）の高さ以下で、荷崩れを起こさないよう

に確実に積込む。 

（２）輸送船への積み込み及び海上航行は、原則として日中に行う。 

（３）豊島桟橋の離着岸時及び係留中の安全確保に留意する。 

（４）豊島桟橋の離着岸は太陽の運航に合わせて調整を行う。 

（５）荷下ろし岸壁では、輸送船のクレーンによりフレコンの荷下ろしを行うが、荷役作業で

は、フレコンを損傷することのないように作業を行う。 

（６）豊島桟橋でフレコンの積込みが終了した時は、航行中に荷崩れを起こさないよう確実に

積込みが行われていることを確認する。 

 

１０ 安全管理体制 

（１）海上輸送業務の実施にあたっては、海上運送法等の関係法規を遵守させるとともに、輸

送作業の安全確保の観点から、運輸安全マネジメントに基づく運航管理規程、運航基準、

作業基準、事故処理基準を作成・提出させる。 

（２）輸送業務全体を統轄する運航管理者を 1 名選任させる。また、副運航管理者を選任し、

運航管理者を補佐させる。 

 

１１ 搬出汚染土壌管理票について 

搬出汚染土壌管理票は、海上輸送の都度、県が作成し、海上輸送受託者に交付する。 

 

１２ 実地調査等 

県は、業務の実施状況を把握するため必要があると認めるときは、随時実地に調査し、

海上輸送受託者に対し必要な報告若しくは資料の提出を求め、又は必要な指示をするも

のとする。 
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汚染土壌汚染土壌汚染土壌汚染土壌水洗浄処理水洗浄処理水洗浄処理水洗浄処理のののの実施方針実施方針実施方針実施方針    

 

１ 対象物 

汚染土壌を対象とする。 

 

２ 業務の範囲 

水洗浄処理業務の範囲は、水洗浄処理業務受託者の指定する荷下ろし岸壁で荷受した後、

汚染土壌処理施設へ陸上輸送又は搬入し、水洗浄処理により処理するまでとする。 

 

３ 汚染土壌処理施設の種類 

（１）土壌汚染対策法に基づく許可を受けた汚染土壌処理施設とする。 

（２）水洗浄処理（土壌を粒径により分級して、特定有害物質が吸着・濃縮している粒径区分

を抽出（分離）することにより浄化する）により、第二種特定有害物質の浄化が可能な

「浄化等処理施設」とする。 

（３）豊島廃棄物等管理委員会の承認を受けた技術要件を有する処理施設とする。 

 

４ 汚染土壌処理施設の能力 

（１）汚染土壌が搬入された日から 60 日以内に処理を終了することができる能力を有するも

のとする。汚染土壌の搬入量は、1回あたり 850 トン以上を見込んでいる。 

（２）土の細粒分含有率試験方法（JIS A 1223）では、粒径 75μm 未満を細粒分としており、

ミニプラントを使った水洗浄試験では、75μm を分級点とすれば、豊島の汚染土壌を土

壌溶出量基準以下にまで浄化できることが確認できた。土壌溶出量基準以下まで浄化し

ながら濃縮汚泥の発生量をできる限り抑えるため、土壌の最小分級の粒径は 75μm 以下

の性能を有するとともに、粒径 75～2000μm の土壌についても、汚染状況により細区分

が可能な設備を有するものとする。 

 

５ 処理方法 

（１）汚染土壌は、水洗浄処理により浄化する。 

（２）浄化確認調査は 100m3ごとに実施する。 

（３）処理後の土壌を浄化確認調査した結果、特定有害物質による汚染状態が土壌溶出量基準

及び土壌含有量基準に適合しているもの（以下「浄化済土壌」という。）であることを確

認して、処理の終了とする。処理が終了していない場合は、再度、処理を実施する。 

（４）浄化済土壌は、有効利用する。 

（５）汚染の濃縮した細粒部土壌（以下「濃縮汚泥」という。）の発生を抑制するとともに、

発生した濃縮汚泥についてはセメント原料化や熱処理により有害物質を揮発・回収する

方法等によって無害化し、可能な限り有効利用する。 

（６）洗浄水については、循環利用し、やむを得ず排水する場合は処理の実施場所における諸

基準を満たすものとする。 

（７）豊島以外からの汚染土壌と区別して処理を行い、汚染土壌の処理状況が把握できるよう

にする。 
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６ 汚染土壌処理施設の安全・環境対策 

（１）自重、積載荷重、水圧、土圧、風圧、積雪荷重、地震力、温度応力等に対して構造上安

全であり、年間を通じて安定した稼働ができるものとする。 

（２）特定有害物質等の飛散等及び地下への浸透並びに悪臭の発散を防止するために必要な構

造であり、又は必要な設備が設けられているものとする。 

（３）排出水、排出ガス、騒音、振動等による周辺環境への影響を防止するための設備を設け

ているものとする。 

 

７ 安全管理体制 

汚染土壌処理施設には、統括管理責任者、運転維持管理担当者及び公害防止担当者を配

置させる。 

 

８ 緊急時の対応 

汚染土壌処理施設において事故等により、汚染土壌に起因する特定有害物質等が飛散等

をし、若しくは地下へ浸透し、又は悪臭が発散した場合には、水洗浄処理業務受託者に、

処理施設の運転停止、点検、飛散した汚染土壌や流出した液体の回収等、必要な措置を講

じさせ、速やかに、その状況を報告させるものとする。 

 

９ 汚染土壌処理施設外への搬出 

汚染土壌処理施設において処理された汚染土壌であって、浄化確認調査の結果、浄化済

土壌と判断されたものを搬出する場合、又は汚染土壌を水洗浄処理した際に生ずる濃縮汚

泥を許可申請書に記載した再処理汚染土壌処理施設若しくは産業廃棄物処理施設に搬入す

るために搬出する場合以外に、汚染土壌を当該汚染土壌処理施設外へ搬出させないものと

する。 

 

１０ 荷下ろし施設 

（１）荷下ろし施設は、フレコン詰めの汚染土壌を輸送する船舶が着岸でき、その船舶のクレ

ーンを使用して荷下ろし可能な岸壁を使用する。また、使用する岸壁は専用岸壁又は関

係者以外の立入制限等により専用岸壁と同等の管理が行えるものとする。 

（２）汚染土壌の積み替えや、荷下ろし岸壁から処理施設までの陸上輸送は必要最小限とし、

やむを得ず実施する場合は、土壌汚染対策法の基準等を遵守させる。 

（３）荷下ろし施設は、海上輸送時の安全確保の観点から瀬戸内海沿岸とする。 

 

１１ 搬出汚染土壌管理票について 

海上輸送受託者から回付された搬出汚染土壌管理票は、処理終了後 10 日以内に、県に

提出させるものとする。 

濃縮汚泥を再処理汚染土壌処理施設に搬出する場合には、汚染土壌運搬受託者に対し

搬出汚染土壌管理票（2次管理票）を交付させ、2次管理票の写しの提出を求めるものと

する。 

濃縮汚泥を産業廃棄物処理施設に搬入するために搬出する場合には、水洗浄処理業務

受託者に排出事業者として産業廃棄物管理票を作成・交付させ、産業廃棄物管理票の写
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しの提出を求めるものとする。 

 

１２ 関連法令及び条例の遵守 

汚染土壌水洗浄処理業務の実施にあたっては、土壌汚染対策法はもとより、下水道法、

大気汚染防止法、騒音規制法、海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律、廃棄物の

処理及び清掃に関する法律、水質汚濁防止法、悪臭防止法、振動規制法、ダイオキシン

類対策特別措置法その他の国民の健康の保護又は生活環境の保全を目的とする法令及び

条例を遵守させるものとする。 

 

１３ 処理状況等の報告 

水洗浄処理業務の実施にあたっては、汚染土壌の処理状況や浄化済土壌の有効利用状

況等の報告をさせるとともに、濃縮汚泥を再処理汚染土壌処理施設若しくは産業廃棄物

処理施設へ搬出した場合は、搬出先での処理の状況や有効利用状況等についても報告さ

せるものとする。 

 

１４ 処理状況等の情報公開 

前項の報告を受けた後、処理状況等について情報公開する。 

 

１５ 地元自治体等への配慮 

搬出先の周辺の生活環境への影響が生じないよう配慮するとともに、汚染土壌処理施

設での汚染土壌の水洗浄処理について、汚染土壌処理施設がある自治体と事前に協議し、

必要な場合は、了解を得るものとする。 

 

１６ 実地調査等 

県は、業務の実施状況を把握するため必要があると認めるときは、随時実地に調査し、

水洗浄処理業務受託者に対し必要な報告若しくは資料の提出を求め、又は必要な指示を

するものとする。 
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脱水汚泥 

（汚染物質、シルト・粘土） 

浄化土壌 

（参考１）汚染土壌の水洗浄処理技術について 

 

１．土壌から洗浄によって汚染物質が取り除かれる仕組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．土壌水洗浄処理の工程別種類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（汚染物質、シルト・粘土） 

洗浄･解泥 分級 

湿式篩 

湿式ドラム 

汚染土壌 

・回転式分級機 

・サイクロン 

・浮遊選鉱 

・凝集沈澱 

・フィルタープレス 

浄化土壌 

（礫） 

浄化土壌 

（砂） 

汚染土壌 

・湿式ドラム 

・湿式篩 

・湿式トロンメル 

再再再再    利利利利    用用用用    

洗浄水 

泥水（汚染物質、シルト・粘土） 

脱水汚泥 

浄化土壌 

比重分級 

粒径分級 

洗浄・解泥 

排水処理施設 

汚泥脱水 

ろ過水 


